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平成 2 9 年 9 月 1 日　第 2 3 7 号

2

助
成
業
務

　

28
年
度
の
補
助
事
業
計
画
額
３
２
１
４

億
３
０
６
０
万
円
に
対
し
、
３
２
１
１
億

６
３
３
４
万
円
を
６
３
９
法
人
、
８
７
７
校

に
交
付
し
ま
し
た
（
表
１
）。

※ 

補
助
事
業
の
詳
細
は
、
本
誌
４
月
号
（
Vol.

２
３
２
、２
〜
４
頁
）
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

　

貸
付
事
業

１
０
４
法
人
に
４
３
２
億
１
３
０
０
万
円
を

貸
し
付
け

　

学
校
法
人
等
に
対
し
て
、
設
置
す
る
私
立

学
校
の
校
地
・
校
舎
等
の
施
設
設
備
の
整
備

に
要
す
る
資
金
、
そ
の
他
経
営
に
必
要
な
資

金
の
貸
し
付
け
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

28
年
度
の
貸
付
事
業
計
画
額
７
０
０
億
円

に
対
し
、
貸
付
実
績
額
は
４
３
２
億
１
３
０
０
万

円
で
し
た
（
表
２
）。
貸
付
金
の
財
源
は
、
国

の
財
政
融
資
資
金
３
８
２
億
円
、
貸
付
回
収

金
等
50
億
１
３
０
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
年
度
末
の
貸
付
金
残
高
は

５
９
７
７
億
３
２
４
９
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　　

受
配
者
指
定
寄
付
金
事
業

２
８
５
億
５
１
６
１
万
円
を
受
け
入
れ

　

私
立
学
校
の
教
育
と
研
究
の
振
興
の
た
め

に
企
業
等
か
ら
寄
付
金
を
受
け
入
れ
、
こ
れ

を
寄
付
者
が
指
定
し
た
学
校
法
人
に
配
付
し

て
い
ま
す
。

　

28
年
度
の
受
入
計
画
額
１
４
０
億
円
に
対

し
、
受
入
実
績
額
は
２
８
５
億
５
１
６
１
万

円
で
し
た
。
こ
れ
に
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越

額
を
加
え
た
４
９
５
億
８
３
１
６
万
円
が
学

校
法
人
へ
の
配
付
の
財
源
と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
対
し
、
寄
付
金
の
配
付
実
績
額
は

３
１
９
億
６
８
８
３
万
円
と
な
り
、
財
源
と

の
差
額
１
７
６
億
１
４
３
３
万
円
を
次
年
度

に
繰
り
越
し
ま
し
た
（
表
３
）。

助

成

業

務

　

助
成
業
務
で
は
、
補
助
事
業
、
貸
付
事
業
、

受
配
者
指
定
寄
付
金
事
業
、
学
術
研
究
振
興

基
金
事
業
、
経
営
支
援
・
情
報
提
供
事
業
、

助
成
事
業
の
六
つ
の
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

28
年
度
の
助
成
勘
定
に
お
け
る
損
益
の
状

況
は
左
図
の
と
お
り
で
す
。

　

補
助
事
業

６
３
９
法
人
（
８
７
７
校
）
に
３
２
１
１
億

６
３
３
４
万
円
を
交
付

　

国
か
ら
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
の
交

付
を
受
け
、
こ
れ
を
財
源
と
し
て
、
大
学
等

を
設
置
し
て
い
る
学
校
法
人
に
補
助
金
を
交

付
し
て
い
ま
す
。

平
成
平
成
2828
年
度
年
度

私
学
事
業
団
の
業
務
報
告
及
び
決
算

私
学
事
業
団
の
業
務
報
告
及
び
決
算

　

私
学
事
業
団
の
助
成
業
務
と
共
済
業
務
に
お
け
る
平
成
28
年
度
の
業
務
報
告
及
び
決
算
の
状

況
は
次
の
と
お
り
で
す
。
な
お
、
決
算
は
文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
後
、
官
報
に
公
告

し
、
本
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
財
務
情
報
▼
決
算
等
の
公
告
〕
に
掲
載
し
ま
す
。
詳
し
い
内

容
に
つ
い
て
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

表３　寄付金の受入・配付状況
区　　　　分 実　績　額

前 　 年 　 度 　 繰 　 越 　 金 　 A 百万円
21,032 

受 　 入 　 額
一 　 般 　 寄 　 付 27,528 
現 　 物 　 寄 　 付 1,024 
　 　 　 計 　 　 B 28,552 

合 　 　 　 計 A +B =C 49,583 

配 　 付 　 額
一 　 般 　 寄 　 付 30,945 
現 　 物 　 寄 　 付 1,024 
　 　 　 計 　 　 D 31,969 

翌　年　度　繰　越　金　C－D 17,614 
注）一般寄付の受入額には、その他寄付金１百万円を含みます。
注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

表２　貸付事業実績

区　　　分 貸　付　実　績
件　数 金　額

一 般 施 設 費 件 百万円
104 33,073 

教 育 環 境 整 備 費 10 1,792 

災 害 復 旧 費 2 850 

公 害 対 策 費 1 59 

特 別 施 設 費 6 7,440 

合　　　計 123 43,213 

注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

表１　学校種別の補助金交付状況

区　　分 学　校
総　数

交　付
学校数

補助金
総　額

補助金の平均額

１　校
当たり

学生１人
当たり

大　　学
校 校 百万円 百万円 千円
603 570 296,880 521 156 

短期大学 325 304 23,800 78 190 

高等専門
学　　校 3 3 483 161 217 

計 931 877 321,163 366 158 

注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

図　助成勘定の損益状況（単位：億円）

当期総損失　12
収益　3,614 その他　11 

補助金等収益
3,212

その他　22 
費用　3,626 　人件費　9 

交付補助金
3,212

借入金
利息
55
貸倒引当金繰入　3 

業務経費　5 

貸付金
利息
70

配付寄附金
320

寄附金収益
321

注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

P02-助成業務.indd   2P02-助成業務.indd   2 2017/08/22   14:21:522017/08/22   14:21:52



平成 2 9 年 9 月 1 日　第 2 3 7 号

3

助
成
業
務

　

こ
の
寄
付
金
の
繰
り
越
し
は
、
年
度
末
に

受
け
入
れ
た
寄
付
金
の
配
付
が
翌
年
度
以
降

と
な
っ
た
こ
と
等
が
要
因
で
す
。

　

学
術
研
究
振
興
基
金
事
業

94
研
究
に
９
９
５
０
万
円
を
交
付

　

私
立
学
校
の
学
術
研
究
に
直
接
必
要
な
資

金
を
交
付
す
る
た
め
、
学
術
研
究
振
興
基
金

に
広
く
一
般
か
ら
寄
付
金
を
受
け
入
れ
、
こ

の
基
金
の
運
用
益
を
学
術
研
究
振
興
資
金
と

し
て
学
術
研
究
の
た
め
の
設
備
の
取
得
費
、

維
持
費
等
に
対
し
交
付
し
て
い
ま
す
。

　

学
術
研
究
振
興
基
金
の
28
年
度
の
受
入
計

画
額
５
０
０
万
円
に
対
し
、
同
額
を
受
け
入

れ
ま
し
た
。
昭
和
50
年
度
創
設
の
本
基
金
の

28
年
度
末
保
有
額
は
54
億
１
４
７
５
万
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。
学
術
研
究
振
興
資
金
の
28
年

度
の
交
付
計
画
額
１
億
円
に
対
し
、
94
研
究

に
９
９
５
０
万
円
を
交
付
し
ま
し
た
（
表
４
）。

　

経
営
支
援
・
情
報
提
供
事
業

私
立
学
校
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関
す
る

調
査
・
研
究
、
指
導
・
助
言

　

学
校
法
人
の
依
頼
に
応
じ
て
、「
経
営
改
善

計
画
の
作
成
支
援
」「
学
生
募
集
」「
人
件
費

の
見
直
し
」
等
の
経
営
上
の
諸
課
題
に
つ
い
て

分
析
資
料
を
提
供
し
た
う
え
で
、
学
校
法
人

と
本
事
業
団
職
員
が
意
見
交
換
を
行
い
、
解

決
策
を
探
る
面
談
形
式
の
経
営
相
談
を
行
い

ま
し
た
。
経
営
相
談
以
外
に
も
会
計
処
理
等

の
質
問
や
財
務
分
析
等
の
簡
易
な
要
望
事
項

に
対
し
て
電
話
・メ
ー
ル
等
で
対
応
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
28
年
度
は
、
私
立
学
校
運
営
の
手

引
き
第
１
巻
「
私
学
の
経
営
分
析
と
経
営
改

善
計
画
」
に
つ
い
て
、
学
校
法
人
会
計
基
準

の
一
部
改
正
へ
の
対
応
と
し
て
、「
自
己
診

断
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
及
び
「
経
営
判
断
指

標
」
に
解
説
を
加
え
、
手
引
き
の
改
訂
版
を

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
学
校
法
人
自
ら
が
経
営
悪
化
の

兆
候
を
早
期
に
発
見
す
る
た
め
の
ツ
ー
ル
と

し
て
作
成
し
た
「
自
己
診
断
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス

ト
」
は
、
学
校
法
人
会
計
基
準
の
一
部
改
正

に
合
わ
せ
、
よ
り
活
用
し
や
す
く
な
る
よ
う

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
見
直
し
や
レ
イ
ア
ウ
ト

構
成
の
変
更
を
行
い
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公

表
し
ま
し
た
。

　
私
立
学
校
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関
す
る

情
報
収
集
・
提
供

　

学
校
法
人
の
教
育
条
件
及
び
経
営
に
関
す

る
情
報
収
集
を
行
い
、
学
校
法
人
及
び
関
係

者
に
対
し
情
報
を
提
供
し
て
い
ま
す
。
28
年

度
は
、
全
国
の
私
立
学
校
の
財
政
状
況
を
集

計
し
た
「
今
日
の
私
学
財
政
」
を
発
行
し
ま

し
た
。
ま
た
、
私
立
大
学
・
短
期
大
学
及
び

私
立
高
等
学
校
の
「
入
学
志
願
動
向
」、
私

立
大
学
・
短
期
大
学
の
教
育
情
報
を
取
り
ま

と
め
た
「
私
立
大
学
・
短
期
大
学
教
育
の
現

状
」
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
し
く
み
を

利
用
し
た
「
私
学
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
」
に

よ
る
財
務
帳
票
等
の
提
供
や
、
講
演
な
ど
を

通
し
た
情
報
提
供
等
も
行
い
ま
し
た
。

　
各
種
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

　

大
学
・
短
期
大
学
法
人
の
理
事
長
・
学
長

等
の
リ
ー
ダ
ー
を
対
象
と
し
て
、
経
営
・
教

学
面
の
知
識
を
深
め
、
改
革
に
向
け
た
意
欲

形
成
を
図
る
こ
と
を
目
的
に
「
私
学
リ
ー

ダ
ー
ズ
セ
ミ
ナ
ー
」
を
、
大
阪
（
大
学
編
）

と
福
岡
（
短
期
大
学
編
）
の
２
会
場
で
開
催

し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
大
学
・
短
期
大
学
の
若
手
職
員
を

対
象
と
し
て
、
学
校
法
人
の
経
営
や
高
等
教

育
政
策
に
つ
い
て
理
解
を
深
め
、
大
学
職
員

と
し
て
の
資
質
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的
に

「
私
学
ス
タ
ッ
フ
セ
ミ
ナ
ー
」
を
、
本
事
業
団

施
設
（
箱
根
、仙
台
）
で
２
回
開
催
し
ま
し
た
。

　
大
学
ポ
ー
ト
レ
ー
ト

　

国
公
私
立
大
学
の
教
育
情
報
を
公
表
・
活

用
す
る
た
め
の
共
通
的
な
し
く
み
で
あ
る

「
大
学
ポ
ー
ト
レ
ー
ト
（
私
学
版
）」
を
運
用

管
理
し
、
周
知
を
図
る
た
め
の
広
報
活
動
も

行
い
ま
し
た
。

　　

助
成
事
業

私
学
研
修
福
祉
会
に
２
億
６
１
２
６
万
円
を

助
成

　

助
成
勘
定
の
前
年
度
利
益
金
を
財
源
と
し

て
、
私
立
学
校
教
職
員
の
資
質
の
向
上
の
た

め
、
一
般
財
団
法
人
私
学
研
修
福
祉
会
が
行

う
研
修
事
業
に
助
成
金
を
交
付
し
、
ま
た
、

私
立
学
校
教
職
員
の
福
利
厚
生
の
充
実
を
図

る
た
め
、
共
済
業
務
年
金
等
給
付
事
業
（
既

年
金
者
年
金
増
額
費
及
び
年
金
等
給
付
整
理

資
源
）
を
対
象
と
し
て
、
本
事
業
団
の
厚
生

年
金
勘
定
へ
繰
り
入
れ
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

28
年
度
の
計
画
額
は
、
助
成
金
２
億

６
１
２
６
万
円
、
厚
生
年
金
勘
定
へ
の
繰
り

入
れ
１
億
３
１
４
４
万
円
で
あ
り
、
こ
れ
に
対

し
て
助
成
金
の
交
付
実
績
は
同
額
、
厚
生
年

金
勘
定
へ
の
繰
り
入
れ
実
績
は
１
億
１
６
１
７

万
円
で
し
た
。

表４　学術研究振興資金の交付状況

分 野 研究数 交　付　額

医 学
件 千円
16 28,400 

環 境 科 学 1 3,000 

理 学 4 9,500 

工 学 4 4,400 

農 学 8 16,100 

文 学 10 11,400 

法 学 1 500 

経 済 学 2 900 

家 政 学 2 3,200 

体 育 学 1 1,000 

教 育 学 3 1,700 

若 手 研 究 者
奨 励 金 42 19,400 

合 計 94 99,500 
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助
成
業
務

共

済

業

務

　

共
済
業
務
で
は
、
短
期
給
付
事
業
、
年
金

等
給
付
事
業
及
び
福
祉
事
業
（
保
健
・
医
療
・

宿
泊
・
貯
金
・
貸
付
の
各
事
業
）
の
三
つ
の

事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

 

加
入
者
数
・
標
準
報
酬
・
標
準
賞
与

　

平
成
28
年
度
末
の
加
入
者
数
は
56
万

５
７
８
０
人
と
な
り
、（
表
１
）
の
と
お
り
、

前
年
度
よ
り
１
万
２
０
３
９
人
増
加
し
ま
し

た
。

　

掛
金
等
の
算
定
基
礎
と
な
る
標
準
報
酬
平

均
月
額
及
び
標
準
賞
与
平
均
年
額
は
そ
れ
ぞ

れ
（
表
２
）、（
表
３
）
の
と
お
り
で
す
。

　

短
期
給
付
事
業

給
付
分
掛
金
率
を
０
・
７
８
７
ポ
イ
ン
ト
、

介
護
分
掛
金
率
を
０
・
０
３
８
ポ
イ
ン
ト
引

き
上
げ
ま
し
た

　

加
入
者
や
被
扶
養
者
の
病
気
や
ケ
ガ
・
出

産
・
死
亡
・
休
業
・
災
害
な
ど
に
か
か
る
給

付
の
ほ
か
、
介
護
保
険
制
度
に
か
か
る
介
護

納
付
金
や
高
齢
者
医
療
制
度
に
か
か
る
支
援

金
な
ど
の
納
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

収
益
は
、
給
付
分
掛
金
率
と
介
護
分
掛
金

率
を
引
き
上
げ
た
こ
と
に
よ
り
、
掛
金
収

入
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度

よ
り
２
９
７
億
円
（
11
・
２
％
）
増
加
し
、

２
９
４
５
億
円
に
な
り
ま
し
た
。

　

費
用
は
、
給
付
費
と
支
援
金
等
が
増
加
し

た
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
１
０
２
億

円
（
３
・
８
％
）
増
加
し
、
２
７
９
２
億
円

に
な
り
ま
し
た
。

　

損
益
は
、
前
年
度
よ
り
１
９
５
億
円
の
増

益
と
な
り
、
１
５
２
億
円
の
利
益
金
を
計
上

す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
（
図
１
）。

図１　短期給付事業（短期勘定）の損益状況（単位：億円）
支払準備金戻入・その他　117

支払準備金繰入・その他　138

注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

費用　2,792 給付費　1,423 支援金等　1,013

当期総利益　152

介護納付金　219

介護掛金収入　219

収益　2,945 掛金収入　2,609

　

年
金
等
給
付
事
業

１　

厚
生
年
金
勘
定

　

厚
生
年
金
勘
定
に
お
い
て
は
、
厚
生
年
金

保
険
法
に
規
定
す
る
加
入
者
の
老
齢
、
障
害

又
は
死
亡
に
か
か
る
年
金
又
は
一
時
金
の
給

付
、
経
過
的
な
共
済
年
金
の
給
付
の
ほ
か
、

基
礎
年
金
拠
出
金
、
厚
生
年
金
拠
出
金
な
ど

の
納
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

収
益
は
、
運
用
収
入
が
減
少
し
た
も
の

の
、
保
険
料
収
入
と
交
付
金
収
入
が
増
加
し

た
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
９
２
４
億

円
（
11
・
１
％
）
増
加
し
、
９
２
２
２
億
円

に
な
り
ま
し
た
。

　

費
用
は
、
拠
出
金
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど

か
ら
、
前
年
度
よ
り
１
６
３
８
億
円
（
22
・

７
％
）
増
加
し
、
８
８
４
２
億
円
に
な
り
ま

し
た
。

　

損
益
は
、
前
年
度
よ
り
７
１
３
億
円

（
65
・
２
％
）
の
減
益
と
な
っ
た
も
の
の
、

３
８
０
億
円
の
利
益
金
を
計
上
す
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。
こ
の
利
益
金
は
将
来
の
年
金

給
付
の
た
め
に
積
み
立
て
る
こ
と
に
な
り
ま

す
（
図
２
）。

　

年
度
末
の
年
金
者
数
は
47
万
８
７
７
２
人

で
、
前
年
度
よ
り
１
万
２
８
１
４
人
（
２
・

８
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

表１　加入者数

27年度末 28年度末
対前年度増減

人数 伸び率

553,741人 565,780人 12,039人 2.17%

表２　標準報酬平均月額

27年度末 28年度末
対前年度増減

人数 伸び率

373,436円 372,346円 △1,090円 △ 0.29%

表３　標準賞与平均年額＊

27年度末 28年度末
対前年度増減

人数 伸び率

1,323,038円 1,312,316円 △10,722円 △ 0.81%

＊ 年度末時点の加入者にかかる当年度内に支給された標準賞与の総額を
年度末時点の加入者数で除して得た数値です。
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図２　年金等給付事業（厚生年金勘定）の損益状況（単位：億円）

その他　32
注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

費用　8,842 給付費　3,035 拠出金　5,774

当期総利益　380

運用収入　861 その他　12

収益　9,222 保険料収入　4,031 補助金 交付金
　3,007  1,310

２　

退
職
等
年
金
給
付
勘
定

　

退
職
等
年
金
給
付
勘
定
に
お
い
て
は
、
加

入
者
の
退
職
、
職
務
上
の
障
害
又
は
死
亡
に

か
か
る
年
金
又
は
一
時
金
の
給
付
な
ど
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　

収
益
は
、
掛
金
収
入
等
が
増
加
し
た
こ
と

に
よ
り
、前
年
度
よ
り
２
５
７
億
円（
１
３
１
・

４
％
）
増
加
し
、
４
５
２
億
円
に
な
り
ま
し

た
。

　

費
用
は
、
給
付
費
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど

か
ら
、
前
年
度
よ
り
１
億
円
（
28
・
２
％
）

増
加
し
、
３
億
円
に
な
り
ま
し
た
。

　

損
益
は
、
前
年
度
よ
り
２
５
６
億
円

（
１
３
２
・
９
％
）
の
増
益
と
な
り
、
４
４
９

億
円
の
利
益
金
を
計
上
す
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。
こ
の
利
益
金
は
将
来
の
年
金
給
付
の

た
め
に
積
み
立
て
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
図

３
）。

　

年
度
末
の
年
金
者
数
は
６
７
０
６
人
で
前

年
度
よ
り
６
２
６
７
人
（
１
４
２
７
・
６
％
）

増
加
し
ま
し
た
。

　

そ
の
他
事
務
費
等

国
庫
補
助
金
は
２
億
９
９
０
０
万
円

　

短
期
給
付
事
業
と
年
金
等
給
付
事
業
の
事

務
に
要
す
る
費
用
を
賄
っ
て
い
ま
す
。

　

収
益
は
56
億
円
と
な
り
、
そ
の
う
ち
国
庫

補
助
金
と
し
て
２
億
９
９
０
０
万
円
が
補
助

さ
れ
ま
し
た
。

　

短
期
給
付
や
年
金
等
給
付
の
決
定
、
加
入

者
の
資
格
取
得
、
標
準
報
酬
月
額
の
改
定
、

掛
金
等
額
の
調
定
な
ど
の
事
務
に
要
す
る
費

用
は
56
億
円
に
な
り
ま
し
た
（
図
４
）。

　

保
健
事
業

特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
実
施

　

加
入
者
や
被
扶
養
者
の
健
康
の
保
持
増
進

を
目
的
に
、
特
定
健
康
診
査・特
定
保
健
指
導
、

人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
、
契
約
施
設
の
割

引
事
業
な
ど
の
保
健
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

28
年
度
の
保
健
事
業
費
は
30
億
円
で
し
た
。

そ
の
う
ち
主
な
も
の
は
人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用

補
助
で
、
保
健
事
業
費
の
約
53
％
を
占
め
て

い
ま
す
。
ま
た
、
特
定
健
康
診
査
等
の
給
付

費
に
４
億
円
、
医
療
経
理
と
宿
泊
経
理
へ
の

繰
入
金
に
46
億
円
支
出
し
て
い
ま
す
（
図
５
）。

※ 

福
祉
事
業
分
の
掛
金
収
入
は
保
健
経
理
で

受
け
入
れ
、
医
療
経
理
・
宿
泊
経
理
へ
資

金
の
繰
り
入
れ
を
行
っ
て
い
ま
す
。

図３　年金等給付事業（退職等年金給付勘定）の損益状況（単位：億円）

その他　5

繰入金　3

給付費　１
注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

費用　  3

当期総利益　449

収益　452 掛金収入　448

図４　その他事務費等（共済業務勘定）の損益状況
　　　（単位：億円）

補助金・その他　3

当期総利益　0

注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。
（17百万円）

収益　 56 事務費受入　53

費用　 56 人件費　16 一般管理経費・その他　40

図５　保健事業（保健経理）の損益状況
　　　（単位：億円）

補助金・その他　1
貯金経理からの受入金　2

当期総損失　7

業務経費・その他　14
注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

収益　 82 掛金収入　79

費用　 90 保健事業費　30 繰入金　46
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医
療
事
業

直
営
医
療
施
設
を
運
営

　

東
京
臨
海
病
院
を
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

収
益
は
、
医
療
事
業
収
入
が
増
加
し
た
こ

と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
２
億
円
（
１
・

５
％
）
増
加
し
、
１
２
３
億
円
に
な
り
ま
し

た
。

　

医
療
事
業
費
な
ど
の
費
用
は
、
前
年
度
よ

り
４
億
円
（
３
・
６
％
）
増
加
し
、
１
２
４

億
円
に
な
り
ま
し
た
（
図
６
）。

　

宿
泊
事
業

直
営
宿
泊
施
設
を
運
営

　

ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
や
宿
泊
所
・
保
養
所
を

全
国
16
か
所
で
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

収
益
は
、
宿
泊
事
業
収
入
と
受
入
金
の
増

加
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
５
億
円
（
４
・

１
％
）
増
加
し
、
１
２
６
億
円
に
な
り
ま
し

た
。

　

宿
泊
事
業
費
な
ど
の
費
用
は
、
前
年
度
よ

り
１
億
円
（
０
・
５
％
）
減
少
し
、
１
０
９
億

円
に
な
り
ま
し
た
。

　

損
益
は
、前
年
度
よ
り
６
億
円（
47
・
８
％
）

の
増
益
と
な
り
、
17
億
円
の
利
益
金
を
計
上

す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
（
図
７
）。

　

貯
金
事
業

積
立
貯
金
残
高
は
１
兆
９
７
１
億
円

　

積
立
貯
金
、
積
立
共
済
年
金
及
び
共
済
定

期
保
険
の
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

収
益
は
、
貯
金
事
業
収
入
が
金
利
低
下
に

よ
る
信
託
収
益
の
減
少
な
ど
か
ら
、
前
年
度

よ
り
６
億
円
（
６
・
９
％
）
減
少
し
、
85
億

円
に
な
り
ま
し
た
。

　

費
用
は
、
貯
金
事
業
費
が
貯
金
利
率
の
引

き
下
げ
に
よ
る
支
払
利
息
の
減
少
な
ど
か

ら
、
前
年
度
よ
り
12
億
円
（
18
・
９
％
）
減

少
し
、
53
億
円
に
な
り
ま
し
た
（
図
８
）。

　

な
お
、
積
立
貯
金
の
年
度
末
の
加
入
者
数
は

19
万
８
９
７
４
人
、
貯
金
残
高
は
１
兆
９
７
１

億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
積
立
共
済
年
金
の

加
入
者
数
は
３
万
２
９
５
４
人
、
共
済
定
期

保
険
の
加
入
者
数
は
５
万
６
０
１
０
人
と
な

り
ま
し
た
。　

　

貸
付
事
業

貸
付
残
高
は
３
８
２
億
円

　

加
入
者
が
臨
時
に
資
金
を
必
要
と
す
る
と

き
に
そ
の
資
金
を
貸
し
付
け
る
事
業
を
行
っ

て
い
ま
す
。

　

収
益
は
、
貸
付
収
入
が
貸
付
金
残
高
減
少

に
よ
る
利
息
収
入
の
減
少
な
ど
か
ら
、
前
年

度
よ
り
３
億
円
（
19
・
８
％
）
減
少
し
、
11

億
円
に
な
り
ま
し
た
。

　

費
用
は
、
貸
付
事
業
費
が
借
入
金
利
息

の
減
少
な
ど
か
ら
、
前
年
度
よ
り
５
億
円

（
38
・
２
％
）
減
少
し
、
８
億
円
に
な
り
ま

し
た
（
図
９
）。

　

な
お
、
28
年
度
の
加
入
者
貸
付
の
決
定
件

数
は
前
年
度
よ
り
２
１
２
件
（
５
・
０
％
）

減
少
し
、
４
０
３
６
件
と
な
り
、
決
定
金
額

も
３
億
円
（
４
・
５
％
）
減
少
し
、
73
億
円

に
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
年
度
末
の
貸
付
残

高
は
前
年
度
末
よ
り
53
億
円
（
12
・
２
％
）

減
少
し
、
３
８
２
億
円
に
な
り
ま
し
た
。

図７　宿泊事業（宿泊経理）の損益状況（単位：億円）

保健経理からの受入金　32

減価償却費・その他　12

当期総利益　17
注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

その他　3

収益　126 宿泊事業収入　91

費用　109 宿泊事業費　40 人件費　22 業務経費　35

図９　貸付事業（貸付経理）の損益状況
　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

貸倒引当金戻入 ・その他　2

貸倒引当金繰入 ・その他　3

当期総利益　4
注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

収益　 11 貸付事業収入　10

費用　  8 貸付事業費　5

図８　貯金事業（貯金経理）の損益状況（単位：億円）

業務経費・その他　1

繰入金　2

収益　 85 貯金事業収入　85

費用　 53 貯金事業費　50

当期総利益　32

注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

保健経理からの受入金　14

当期総損失　0
（34百万円）

減価償却費・その他　15
注）四捨五入している関係で必ずしも合計と一致しません。

その他　2

収益　123 医療事業収入　107

費用　124 医療事業費　34 人件費　46 業務経費　29

図６　医療事業（医療経理）の損益状況（単位：億円）
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は
じ
め
に

　

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー
で
は
、
平
成
29

年
度
学
校
法
人
基
礎
調
査
の
デ
ー
タ
を
基

に
、
私
立
大
学
及
び
短
期
大
学
の
入
学
志
願

動
向
を
集
計
し
、『
平
成
29
年
度
私
立
大
学
・

短
期
大
学
等
入
学
志
願
動
向
』
に
ま
と
め
ま

し
た
。
本
報
告
書
は
、
８
月
上
旬
に
各
学
校

法
人
に
送
付
し
て
い
ま
す
。

　

こ
こ
で
は
、
28
年
度
と
29
年
度
の
入
学
定

員
・
志
願
者
数
・
入
学
定
員
充
足
率
な
ど
の

概
況
、
学
校
所
在
地
の
地
域
別
の
動
向
、
最

近
10
年
の
定
員
充
足
状
況
に
つ
い
て
説
明
し

ま
す
。

　

な
お
、
本
集
計
で
は
、
通
信
教
育
と
学
生

募
集
を
停
止
し
た
学
校
・
学
部
・
学
科
は
除

い
て
い
ま
す
。

　

詳
し
く
は
私
学
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

〔
助
成
業
務
の
ご
案
内
▼
経
営
支
援
・
情
報

提
供
▼
私
立
大
学
・
短
期
大
学
等
入
学
志
願

動
向
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

大
学
の
概
況
（
表
１
）

　

29
年
度
の
集
計
学
校
数
は
５
８
１
校
と
、

前
年
度
よ
り
４
校
増
加
し
ま
し
た
。

　

入
学
定
員
は
前
年
度
に
比
べ
て
１
万
１
７
３

人
増
加
、
志
願
者
数
も
25
万
３
３
０
０
人
増

加
し
ま
し
た
。
ま
た
、
受
験
者
数
も
24
万

２
４
２
９
人
増
加
し
、
入
学
者
数
は
１
万

１
４
６
８
人
の
増
加
で
し
た
。

　

こ
の
結
果
、入
学
定
員
充
足
率
は
１
０
４
・

61
％
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
て
０
・
18
ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
ま
し
た
。

地
域
別
の
動
向
（
表
２
）

　

三
大
都
市
圏
の
入
学
定
員
充
足
率
が

１
０
６
・
03
％
で
あ
る
の
に
対
し
、
そ
の
他

の
地
域
で
は
99
・
89
％
で
あ
り
、
三
大
都
市

圏
の
充
足
率
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

平
成
29
年
度

私
立
大
学
・
短
期
大
学
等
入
学
志
願
動
向

表２　大学地域別の動向

区　分 集計学校数 志願倍率 入学定員充足率
28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度

北海道 校 校 倍 倍 ％ ％
25 26 3.24 3.15 96.98 98.65 

東　北
（宮城を除く） 21 22 2.38 2.50 88.60 93.51 

宮　城 11 11 3.65 3.90 101.75 104.43 
関東（埼玉・千葉・
東京・神奈川を除く） 22 22 3.64 4.04 98.08 102.32 

埼　玉※ 26 26 4.64 4.78 102.01 103.28 
千　葉※ 25 25 7.71 7.47 99.35 101.62 
東　京※ 113 113 9.85 10.31 109.03 107.33 
神奈川※ 25 25 5.82 5.99 104.05 105.46 
甲信越 21 20 2.37 2.66 97.93 97.17 
北　陸 11 12 4.64 4.89 100.57 102.16 
東　海

（愛知を除く） 20 20 4.18 4.42 95.11 98.65 

愛　知※ 42 43 7.96 8.43 104.86 105.60 
近畿（京都、大阪、
兵庫を除く） 12 12 5.33 5.14 98.66 104.36 

京　都※ 26 26 10.34 10.73 105.39 103.33 
大　阪※ 50 50 9.97 10.60 106.47 107.10 
兵　庫※ 31 31 6.52 6.94 101.18 104.11 
中　国

(広島を除く） 21 21 3.09 3.16 96.54 94.39 

広　島 15 15 4.16 4.33 95.09 96.64 
四　国 7 7 2.82 2.55 88.47 91.89 
九　州

（福岡を除く） 28 28 2.40 2.36 96.67 95.95 

福　岡 25 26 6.31 6.61 103.71 107.10 
合　計 577 581 7.76 8.13 104.43 104.61 

三大都市圏
（※の地域） 338 339 8.93 9.35 106.45 106.03 

その他の地域 239 242 3.91 4.06 97.79 99.89 

年　度 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

100%以上の学校数 299 305 351 349 313 344 313 329 320 352

100%未満の学校数 266 265 218 223 264 232 265 250 257 229

100%未満の割合（%）47.1 46.5 38.3 39.0 45.8 40.3 45.8 43.2 44.5 39.4

合　計 565 570 569 572 577 576 578 579 577 581

定
員
充
足
状
況（
図
１
）

　

最
近
10
年
の
状
況
を

見
る
と
、
20
年
度
の
入

学
定
員
充
足
率
１
０
０

％
未
満
の
学
校
は

２
６
６
校
で
、
全
体
の

47
・
１
％
で
し
た
。
そ

の
後
、
18
歳
人
口
が
横

ば
い
状
態
で
あ
る
こ
と

な
ど
か
ら
１
０
０
％
未

満
の
学
校
数
も
緩
や
か

に
増
減
を
繰
り
返
し
て

き
ま
し
た
。
こ
う
し
た

状
況
の
中
、
29
年
度
は

前
年
度
に
比
べ
て
28
校

減
少
し
、
２
２
９
校
と

な
り
ま
し
た
。
ま
た
、

表１　大学の概況
区　分 28年度 29年度 増　減

集計学校数（校） 577 581 4
入学定員（人） 467,494 477,667 10,173

（2.2%）
志 願 者（人） 3,629,273 3,882,573 253,300

（7.0%）
受 験 者（人） 3,489,799 3,732,228 242,429

（6.9%）
合 格 者（人） 1,245,865 1,238,199 △7,666

（△0.6%）
入 学 者（人） 488,210 499,678 11,468

（2.3%）
志 願 倍 率 7.76倍 8.13倍 0.37ポイント
合　格　率 35.70% 33.18% △2.52ポイント
歩　留　率 39.19% 40.36% 1.17ポイント

入学定員充足率 104.43% 104.61% 0.18ポイント
※志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

図１　最近10年の定員充足状況（大学）
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全
体
に
占
め
る
割
合
も
前
年
度
に
比
べ
て

５
・
１
ポ
イ
ン
ト
下
降
し
、
39
・
４
％
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

大
学
院
の
概
況
は
、表
３
の
と
お
り
で
す
。

　

短
期
大
学
の
概
況
（
表
４
）

　

29
年
度
の
集
計
学
校
数
は
３
０
４
校
で
、

前
年
度
よ
り
７
校
減
少
し
ま
し
た
。

　

入
学
定
員
は
前
年
度
に
比
べ
て
２
１
３
５

人
の
減
少
、
志
願
者
数
は
４
７
７
７
人
、
受

験
者
数
も
４
５
５
３
人
減
少
し
ま
し
た
。
ま

た
、
入
学
者
数
は
１
７
８
２
人
の
減
少
と
な

り
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
入
学
定
員
充
足
率
は
90
・
31

％
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ

て
０
・
24
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し

ま
し
た
。

　
地
域
別
の
動
向
（
表
５
）

　

三
大
都
市
圏
の
入
学
定
員

充
足
率
は
93
・
15
％
、
そ
の

他
の
地
域
で
は
87
・
69
％
と

な
っ
て
お
り
、
大
学
同
様
、

三
大
都
市
圏
の
充
足
率
が
高

い
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
定
員
充
足
状
況
（
図
２
）

　

最
近
10
年
の
状
況
を
見
る

と
、
20
年
度
の
入
学
定
員
充

足
率
１
０
０
％
未
満
の
学
校

は
２
４
２
校
で
、
全
体
の

67
・
２
％
で
し
た
。
そ
の
後
、
１
０
０
％
未

満
の
学
校
数
は
増
減
を
繰
り
返
し
、
29
年
度

は
前
年
度
に
比
べ
て
４
校
の
減
少
、
２
０
４

校
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
全
体
に
占
め
る

割
合
は
前
年
度
に
比
べ
て
０
・
２
ポ
イ
ン
ト

上
昇
し
、
67
・
１
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー　

私
学
情
報
室

☎
０
３（
３
２
３
０
）７
８
４
９
・
７
８
５
０

Ｅ
メ
ー
ル　

center@
shigaku.go.jp

表４　短期大学の概況
区　分 28年度 29年度 増　減

集計学校数（校） 311 304 △7

入学定員（人） 61,251 59,116 △2,135
（△3.5%）

志 願 者（人） 83,116 78,339 △4,777
（△5.7%）

受 験 者（人） 80,684 76,131 △4,553
（△5.6%）

合 格 者（人） 67,381 64,246 △3,135
（△4.7%）

入 学 者（人） 55,171 53,389 △1,782
（△3.2%）

志 願 倍 率 1.36倍 1.33倍 △0.03ポイント
合　格　率 83.51% 84.39% 0.88ポイント
歩　留　率 81.88% 83.10% 1.22ポイント
入学定員充足率 90.07% 90.31% 0.24ポイント

※志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

表３　大学院の概況

区　分
修士課程及び
博士前期課程
専門職学位課程

博士後期課程
及び博士課程うち法科

大学院
うち専門職大
学院（法科大
学院を除く）

集計学校数(校） 446 25 37 319
入学定員（人） 41,301 1,478 3,410 8,419
志 願 者（人） 53,247 5,021 5,138 5,313
受 験 者（人） 51,022 4,789 5,016 5,239
合 格 者（人） 35,874 2,438 3,632 4,537
入 学 者（人） 30,793 819 3,243 4,370
志願倍率(倍） 1.29 3.40 1.51 0.63
合 格 率(％） 70.31 50.91 72.41 86.60
歩 留 率(％） 85.84 33.59 89.29 96.32
入学定員充足率（％） 74.56 55.41 95.10 51.91
※志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

年　度 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

100%以上の学校数 118 111 129 113 100 126 113 123 103 100

100%未満の学校数 242 245 215 225 230 198 207 192 208 204

100%未満の割合（％）67.2 68.8 62.5 66.6 69.7 61.1 64.7 61.0 66.9 67.1

合　計 360 356 344 338 330 324 320 315 311 304

図２　最近10年の定員充足状況（短期大学）
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表５　短期大学地域別の動向

区　分 集計学校数 志願倍率 入学定員充足率
28年度 29年度 28年度 29年度 28年度 29年度

北海道 校 校 倍 倍 ％ ％
15 15 1.30 1.30 89.91 90.86 

東　北
（宮城を除く） 18 17 0.94 0.87 81.91 78.78 

宮　城 4 4 1.63 1.52 96.60 100.75 
関東（埼玉・千葉・
東京・神奈川を除く） 17 17 0.96 0.97 83.16 85.02 

埼　玉※ 12 12 1.02 0.99 87.07 86.68 
千　葉※ 8 8 1.12 0.95 87.68 77.43 
東　京※ 36 36 2.03 1.81 101.35 98.65 
神奈川※ 13 13 1.23 1.20 103.16 101.26 
甲信越 15 15 1.08 1.12 85.88 88.48 
北　陸 9 8 1.41 1.32 90.82 89.44 
東　海

（愛知を除く） 16 17 1.15 1.04 88.66 85.32 

愛　知※ 21 18 1.67 1.50 91.80 87.83 
近畿（京都、大阪、
兵庫を除く） 8 8 1.13 1.16 82.17 89.65 

京　都※ 11 10 1.43 1.56 94.48 98.73 
大　阪※ 25 24 1.26 1.51 90.33 96.05 
兵　庫※ 17 17 2.08 2.01 86.93 86.10 
中　国

(広島を除く） 13 13 1.30 1.12 85.06 82.37 

広　島 5 5 1.37 1.34 95.71 93.26 
四　国 11 11 1.00 1.14 80.30 87.89 
九　州

（福岡を除く） 18 18 1.13 1.09 90.59 89.91 

福　岡 19 18 1.10 1.20 83.55 88.94 
合　計 311 304 1.36 1.33 90.07 90.31 

三大都市圏
（※の地域） 143 138 1.58 1.53 93.86 93.15 

その他の地域 168 166 1.15 1.14 86.53 87.69 

P02-助成業務.indd   8P02-助成業務.indd   8 2017/08/22   14:21:542017/08/22   14:21:54



平成 2 9 年 9 月 1 日　第 2 3 7 号

9

助
成
業
務

●
研
究
の
背
景
１

　

普
通
の
量
の
食
事
を
と
っ
て
い
て
も
太
り

や
す
い
人
、
い
く
ら
食
べ
て
も
太
り
に
く
い

人
が
い
ま
す
。
同
様
に
、
病
気
に
な
り
や
す

い
人
と
病
気
に
な
り
に
く
い
人
が
い
ま
す
。

こ
の
〝
な
り
や
す
さ
〞
や
〝
な
り
に
く
さ
〞

を
決
定
し
て
い
る
の
は
遺
伝
子
で
す
。

　

例
え
ば
、
欧
米
人
に
比
べ
て
ア
ジ
ア
人
は

腎
機
能
が
低
い
た
め
に
腎
臓
病
の
発
症
リ
ス

ク
が
高
い
と
言
わ
れ
て
お
り
、
実
際
に
い
く

つ
か
の
関
連
遺
伝
子
が
同
定
さ
れ
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
概
し
て
そ
れ
ら
関
連
遺
伝
子

の
効
果
は
重
層
的
に
発
揮
さ
れ
る
も
の
で
あ

り
、
関
連
遺
伝
子
一
つ
一
つ
の
〝
な
り
や
す

さ
〞
へ
の
影
響
度
は
微
々
た
る
も
の
で
す
。

そ
れ
故
に
関
連
遺
伝
子
は
多
数
同
定
さ
れ
て

く
る
も
の
の
、
予
防
・
治
療
薬
の
シ
ー
ズ
に

な
る
分
子
は
な
か
な
か
見
つ
か
ら
な
い
と
い

う
現
状
が
あ
り
ま
す
。ま
た
、〝
な
り
に
く
さ
〞

を
決
定
す
る
因
子
を
探
索
す
る
場
合
、
発
症

す
る
リ
ス
ク
を
実
験
材
料
に
か
け
る
こ
と
が

本
来
適
切
で
す
が
、
そ
の
よ
う
な
実
験
を
ヒ

ト
に
対
し
て
行
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
仮

に
倫
理
的
な
問
題
を
取
り
除
い
た
と
し
て

も
、
ヒ
ト
の
遺
伝
学
的
解
析
で
は
大
規
模
な

サ
ン
プ
ル
数
を
必
要
と
す
る
た
め
、
と
て
も

現
実
的
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
有
用
と

な
る
の
が
実
験
動
物
の
マ
ウ
ス
で
す
。

●
研
究
の
背
景
２

　

マ
ウ
ス
の
近
交
系
と
呼
ば
れ
る
系
統
は
兄

妹
交
配
（
同
腹
仔
同
士
の
交
配
）
を
繰
り
返

す
こ
と
に
よ
り
、
染
色
体
が
ホ
モ
接
合
体
に

な
っ
て
い
ま
す
。
ヒ
ト
や
マ
ウ
ス
の
場
合
、
そ

れ
ぞ
れ
の
染
色
体
は
一
対
一
組
に
な
っ
て
お

り
、
子
は
父
親
と
母
親
か
ら
染
色
体
を
１
本

ず
つ
受
け
継
ぐ
こ
と
で
、
父
親
と
母
親
の
形

質
が
子
に
遺
伝
し
ま
す
。
さ
ら
に
、
そ
の
子

か
ら
は
一
定
確
率
で
起
き
る
組
換
え
と
い
う

現
象
に
よ
り
父
親
と
母
親
由
来
の
染
色
体
が

一
部
入
れ
替
わ
っ
た
染
色
体
が
孫
に
受
け
継

が
れ
、
多
様
な
遺
伝
が
生
じ
て
い
ま
す
。
し

か
し
、
ホ
モ
接
合
体
に
な
っ
て
い
る
近
交
系

は
父
親
と
母
親
か
ら
受
け
継
ぐ
染
色
体
は
同

じ
も
の
で
、
組
換
え
が
起
き
て
一
部
入
れ
替

わ
っ
た
染
色
体
も
元
の
染
色
体
と
同
じ
も
の

で
す
。つ
ま
り
、親
も
子
も
兄
弟
も
皆
ク
ロ
ー

ン
動
物
の
状
態
に
な
っ
て
い
る
の
が
近
交
系

な
の
で
す
。
ヒ
ト
や
野
生
動
物
の
よ
う
な
複

雑
な
遺
伝
背
景
は
遺
伝
学
的
解
析
の
ノ
イ
ズ

に
な
る
た
め
、
均
一
な
遺
伝
背
景
を
持
つ
近

交
系
は
遺
伝
学
的
解
析
に
適
し
て
い
る
わ
け

で
す
。
マ
ウ
ス
の
近
交
系
に
は
さ
ま
ざ
ま
な

種
類
が
あ
り
、
研
究
の
世
界
で
最
も
一
般

的
に
使
用
さ
れ
て
い
る
も
の
にC57BL/6J

（
Ｂ
６
マ
ウ
ス
）
と
い
う
系
統
が
あ
り
ま
す
。

実
は
こ
の
Ｂ
６
マ
ウ
ス
が
近
交
系
の
中
で
と

り
わ
け
腎
臓
病
に
な
り
に
く
い
系
統
な
の
で

す
。
そ
の
こ
と
は
多
く
の
腎
臓
病
モ
デ
ル
で

示
さ
れ
て
お
り
、
Ｂ
６
マ
ウ
ス
が
腎
臓
病
に

〝
な
り
に
く
い
〞
因
子
を
有
し
て
い
る
こ
と

は
明
ら
か
で
す
。
も
し
、
腎
臓
病
の
〝
な
り

に
く
さ
〞
を
決
定
す
る
因
子
が
明
ら
か
に
な

れ
ば
、
腎
臓
病
の
予
防
・
治
療
法
の
開
発
に

役
立
つ
は
ず
で
す
が
、
Ｂ
６
マ
ウ
ス
の
腎
症
抵

抗
性
を
積
極
的
に
解
き
明
か
そ
う
と
す
る
研

究
は
こ
れ
ま
で
行
わ
れ
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

そ
こ
で
私
は
先
行
研
究
に
お
い
て
、
Ｂ
６

マ
ウ
ス
と
慢
性
腎
臓
病
の
モ
デ
ル
マ
ウ
ス
で

あ
る
Ｉ
Ｃ
Ｇ
Ｎ
マ
ウ
ス
を
用
い
て
遺
伝
学
的

解
析
を
行
い
、
第
２
染
色
体
の
近
位
領
域
に

尿
細
管
（
間
質
）
傷
害
の
重
篤
度
と
連
鎖
す

る
遺
伝
子
座
を
発
見
し
ま
し
た
（
図
１
）。

　

Ｂ
６
マ
ウ
ス
由
来
に
こ
の
遺
伝
子
座
を
持

つ
Ｉ
Ｃ
Ｇ
Ｎ
マ
ウ
ス
（
コ
ン
ジ
ェ
ニ
ッ
ク
マ

ウ
ス
）
は
、
腎
症
原
因
遺
伝
子
の
変
異
を
依

然
有
す
る
た
め
タ
ン
パ
ク
尿
が
元
の
Ｉ
Ｃ
Ｇ

Ｎ
マ
ウ
ス
と
変
わ
ら
ず
重
度
で
あ
る
の
に
、

尿
細
管
傷
害
は
著
し
く
軽
度
で
し
た
。
尿
細

管
傷
害
は
タ
ン
パ
ク
尿
に
続
く
腎
臓
病
の
後

期
の
病
態
で
あ
り
、
こ
れ
が
進
行
し
て
い
く

と
末
期
腎
不
全
に
至
り
ま
す
。し
た
が
っ
て
、

尿
細
管
傷
害
を
抑
え
る
こ
と
は
腎
臓
病
患
者

の
末
期
腎
不
全
へ
の
進
行
を
く
い
止
め
る
う

え
で
重
要
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

●
研
究
内
容

　

今
回
の
研
究
で
は
、
尿
細
管
傷
害
の
〝
な

り
に
く
さ
〞
を
決
定
す
る
遺
伝
子
の
同
定
を

行
い
ま
し
た
。
原
因
遺
伝
子
座
に
座
位
す
る

タ
ン
パ
ク
を
コ
ー
ド
す
る
遺
伝
子
に
つ
い

て
、
Ｉ
Ｃ
Ｇ
Ｎ
マ
ウ
ス
と
コ
ン
ジ
ェ
ニ
ッ
ク

マ
ウ
ス
の
腎
臓
に
お
け
る
発
現
量
を
比
較

し
、
顕
著
な
差
が
唯
一
見
ら
れ
た
候
補
遺
伝

子
を
見
出
し
ま
し
た
。
次
に
尿
細
管
上
皮
細

胞
に
お
け
る
候
補
遺
伝
子
の
発
現
量
を
ノ
ッ

ク
ダ
ウ
ン
（
Ｋ
Ｄ
）
さ
せ
る
と
、間
葉
系
マ
ー

カ
ー
で
あ
る
α

-

Ｓ
Ｍ
Ａ
の
顕
著
な
増
加
が

見
ら
れ
ま
し
た
（
図
２
）。
こ
の
上
皮
間
葉

転
換
は
尿
細
管
傷
害
の
ト
リ
ガ
ー
と
考
え
ら

れ
て
お
り
、
実
際
に
Ｉ
Ｃ
Ｇ
Ｎ
マ
ウ
ス
の
腎

臓
で
は
α

-

Ｓ
Ｍ
Ａ
の
発
現
上
昇
が
見
ら
れ

ま
す
。
ま
た
候
補
遺
伝
子
が
コ
ー
ド
す
る
タ

ン
パ
ク
の
賦
活
剤
投
与
に
よ
り
、
濃
度
依
存

的
に
α

-

Ｓ
Ｍ
Ａ
の
発
現
上
昇
が
抑
え
ら
れ

ま
し
た
（
図
２
）。

　

以
上
よ
り
、
傷
害
因
子
に
暴
露
さ
れ
た
尿

細
管
上
皮
細
胞
は
候
補
遺
伝
子
の
発
現
量
変

化
に
よ
り
上
皮
間
葉
転
換
が
誘
導
さ
れ
、
尿

細
管
傷
害
へ
進
行
す
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
ま

し
た
。
Ｂ
６
マ
ウ
ス
は
候
補
遺
伝
子
の
発
現

量
が
変
化
し
に
く
い
た
め
に
、
尿
細
管
傷
害

抵
抗
性
に
な
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

今
後
は
遺
伝
子
改
変
マ
ウ
ス
を
用
い
て
生
体

レ
ベ
ル
の
解
析
も
行
っ
て
い
く
予
定
で
す
。

学
術
研
究
振
興
資
金

若
手
研
究
者
活
動
報
告

私
学
事
業
団
で
は
、
優
れ
た
研
究
能
力
を
有
す
る
若
手
研
究
者
の
研
究
意
欲
を
高
め
、
研
究
の
発
展
を
支
援
す
る
た
め
、
平
成
20
年
度
か
ら

29
年
度
ま
で
「
学
術
研
究
振
興
資
金
（
若
手
研
究
者
奨
励
金
）」
と
し
て
、
学
術
研
究
振
興
基
金
の
運
用
益
の
一
部
を
交
付
し
ま
し
た
。

本
号
で
は
、
28
年
度
に
交
付
さ
れ
た
北
里
大
学
獣
医
学
部
助
教
の
佐
々
木
隼
人
（
さ
さ
き
は
や
と
）
先
生
の
研
究
内
容
を
ご
紹
介
い
た
し
ま
す
。

図２　 尿細管上皮細胞の
α-SMA発現と候
補遺伝子の関係

図１　マウス遺伝学的解析の概略
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共
済
業
務

　

ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
で
は
、
各

ブ
ロ
ッ
ク
内
の
加
入
者
や
事
務
担
当
者
の
皆

様
の
た
め
に
、
次
の
説
明
会
を
開
催
し
て
い

ま
す
。
い
ず
れ
も
説
明
時
間
は
２
時
間
程
度

で
す
。
参
加
費
は
無
料
と
な
っ
て
い
ま
す
の

で
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

１ 

加
入
者
向
け
説
明
会

内
容

　

病
気
や
ケ
ガ
に
対
す
る
短
期
給
付
の
手
続

き
や
、
将
来
の
年
金
を
受
給
す
る
た
め
の
基

礎
知
識
、
そ
の
他
福
祉
事
業
に
つ
い
て
説
明

し
ま
す
。

参
加
対
象
者

　

加
入
者

２ 

年
金
説
明
会

内
容

　

年
金
制
度
の
概
要
や「
ね
ん
き
ん
定
期
便
」

の
見
方
等
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

参
加
対
象
者

　

加
入
者（
対
象
年
齢
に
つ
い
て
は
、各
ガ
ー

デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
に
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
）

申
し
込
み
方
法　

※
１
・
２
共
通

　

ブ
ロ
ッ
ク
広
報
誌
又
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
各
種
申
込
書
に

よ
り
各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
ま
で

郵
送
に
よ
り
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
（
申
し

込
み
締
め
切
り
日
必
着
）。

＊ 

詳
し
く
は
ブ
ロ
ッ
ク
広
報
誌
又
は
私
学
共

済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ

ク
ス
〕
等
を
ご
覧
い
た
だ
く
か
、
各
ガ
ー

デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
ま
で
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

３ 
地
域
事
務
担
当
者
向
け
説
明
会

内
容

　

私
学
共
済
制
度
の
事
務
に
か
か
る
基
本
的

な
内
容
や
手
続
き
等
に
つ
い
て
事
例
を
上
げ

て
説
明
し
ま
す
。

参
加
対
象
者

　

私
学
共
済
事
務
担
当
者

申
し
込
み
方
法

　

地
域
事
務
担
当
者
向
け
説
明
会
を
開
催
す

る
地
区
の
学
校
法
人
等
に
開
催
案
内
を
送
付

し
ま
す
。「
地
域
事
務
担
当
者
向
け
説
明
会

参
加
申
込
書
」
を
同
封
し
ま
す
の
で
、
各

ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
ま
で
郵
送
に

よ
り
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
（
申
し
込
み
締

め
切
り
日
必
着
）。

＊ 

開
催
日
程
等
の
詳
細
は
、
開
催
案
内
又
は

私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
事
務
担
当
者

用
ペ
ー
ジ
▼
お
知
ら
せ
〕
等
を
ご
覧
い
た

だ
く
か
、
各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務

課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

各
種
説
明
会
の
お
知
ら
せ

平
成
29
年
度　

ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
主
催

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー　

相
談
班

共済業務課の連絡先等

ブロック名 ガーデンパレス名 担当都道府県 広報誌名

北海道
札幌ガーデンパレス
共済業務課
011（222）6234

北海道 きらら

東　北
仙台ガーデンパレス
共済業務課
022（299）6231

青森・岩手・宮城・秋田・
山形・福島

ハーモニー

関　東
東京ガーデンパレス
共済業務課
03（3812）2577

茨城・栃木・群馬・埼玉・
千葉・東京・神奈川・新潟・
山梨

東京ガーデンパレス
からのお知らせ

中　部
名古屋ガーデンパレス
共済業務課
052（957）1388

富山・石川・福井・長野・
岐阜・静岡・愛知・三重

すこやか

近　畿
大阪ガーデンパレス
共済業務課
06（6393）9701

滋賀・京都・大阪・兵庫・
奈良・和歌山

Present

中　国
四　国

広島ガーデンパレス
共済業務課
082（262）1134

鳥取・島根・岡山・広島・
山口・徳島・香川・愛媛・
高知

Sun Sun
ニュース

九　州
沖　縄

福岡ガーデンパレス
共済業務課
092（752）0651

福岡・佐賀・長崎・熊本・
大分・宮崎・鹿児島・沖
縄

そよ風

年金説明会　沖縄会場年金説明会　沖縄会場

年金説明会　熊本会場年金説明会　熊本会場
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共
済
業
務

　

私
学
事
業
団
で
は
、
加
入
者
と
の
生
計
維

持
関
係
を
確
認
す
る
た
め
、
被
扶
養
者
の
再
審

査
と
加
入
者
証
等
の
検
認
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
は
、
西
日
本
ブ
ロ
ッ
ク
の
学
校

法
人
等
を
対
象
に
被
扶
養
者
の
再
審
査
と
加
入

者
証
等
の
検
認
を
、
東
日
本
ブ
ロ
ッ
ク
の
学
校

法
人
等
を
対
象
に
加
入
者
証
等
の
検
認
の
み
を

実
施
し
ま
す
。

 

西
日
本
ブ
ロ
ッ
ク

県
コ
ー
ド
16（
富
山
）〜
47（
沖
縄
）

再
審
査
と
検
認
を
実
施

実
施
日
程

通
知
文
・
回
答
書
等
の
発
送

　
　

29
年
９
月
11
日
（
月
）
〜
13
日
（
水
）

回
答
書
・
検
認
結
果
報
告
書
の

提
出
締
め
切
り

　

11
月
15
日
（
水
）
必
着

再
審
査
結
果
通
知
の
発
送

　

30
年
２
月
７
日
（
水
）

再
審
査
の
対
象
被
扶
養
者

　

28
年
12
月
31
日
以
前
に
認
定
さ
れ
て
い
る

被
扶
養
者
（
29
年
12
月
１
日
ま
で
に
75
歳
を

迎
え
る
被
扶
養
者
又
は
75
歳
を
迎
え
る
加
入

者
の
被
扶
養
者
は
除
き
ま
す
）
で
、
①
平
成

11
年
４
月
１
日
以
前
生
ま
れ
の
被
扶
養
者
、

及
び
②
同
居
が
認
定
の
要
件
に
な
っ
て
い
る

被
扶
養
者

被
扶
養
者
の
再
審
査
と

加
入
者
証
等
の
検
認
を
行
い
ま
す

業
務
部 

資
格
課

再
審
査
で
確
認
す
る
内
容

　

収
入
及
び
同
居
の
要
件
に
該
当
し
て
い
る

こ
と
を
確
認
し
ま
す
（
表
参
照
）。

被
扶
養
者
の
要
件
の
確
認
方
法

　

再
審
査
回
答
書
を
加
入
者
に
配
付
し
て
い

た
だ
き
、
加
入
者
が
対
象
被
扶
養
者
の
現
況

（
被
扶
養
者
の
要
件
に
か
か
る
内
容
）
を
確

認
し
て
回
答
書
に
記
入
・
押
印
し
、
学
校
法

人
等
が
取
り
ま
と
め
て
私
学
事
業
団
へ
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

　

収
入
要
件
や
同
居
要
件
以
外
で
も
、
社
会

保
険
に
本
人
と
し
て
加
入
し
た
と
き
や
、
結

婚
、
離
縁
な
ど
親
族
関
係
が
変
更
に
な
っ
た

と
き
は
、
被
扶
養
者
の
要
件
を
満
た
し
ま
せ

ん
の
で
、
併
せ
て
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
回
答
書
を
提
出
す
る
際
に
、
確
認

書
類
を
添
付
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、

本
事
業
団
が
必
要
と
認
め
た
場
合
、
確
認
書

類
を
追
加
で
ご
提
出
い
た
だ
く
こ
と
が
あ
り

ま
す
の
で
、
要
件
の
確
認
は
確
実
に
お
願
い

し
ま
す
。

　

回
答
書
の
提
出
が
な
い
と
、
被
扶
養
者
と

し
て
認
定
を
継
続
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た

め
、
本
事
業
団
が
職
権
で
被
扶
養
者
の
認
定

を
取
り
消
し
ま
す
。
回
答
書
の
回
収
漏
れ
や

提
出
忘
れ
の
な
い
よ
う
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
学
校
法
人
等
は
、
回
答
書
の
回
収

結
果
を
結
果
報
告
書
に
記
入
し
、
回
答
書
と

と
も
に
本
事
業
団
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

被
扶
養
者
の
要
件
を
欠
い
た
と
き

　

被
扶
養
者
と
し
て
の
要
件
を
欠
い
て
い
る

こ
と
が
分
か
っ
た
と
き
は
、
回
答
書
に
そ
の
旨

を
記
入
し
報
告
す
る
と
と
も
に
、
必
ず
「
被
扶

養
者
取
消
申
請
書
」
も
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

加
入
者
証
等
の
検
認

　

再
審
査
の
対
象
と
な
ら
な
い
被
扶
養
者
や

加
入
者
は
、
加
入
者
証
等
の
検
認
を
行
っ
て
く

だ
さ
い
。
本
事
業
団
か
ら
送
付
す
る
再
審
査
・

検
認
該
当
者
一
覧
の
記
載
内
容
を
学
校
法
人

等
が
確
認
す
る
か
、
送
付
す
る
検
認
表
を
加

入
者
に
配
付
し
、
内
容
を
確
認
し
て
い
た
だ

き
、
再
審
査
の
結
果
と
併
せ
て
結
果
報
告
書

に
記
載
し
本
事
業
団
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
検
認
表
に
つ
い
て
は
、
提
出
の
必

要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

記
載
内
容
に
訂
正
等
が
あ
る
場
合
は
、
所

定
の
用
紙
で
手
続
き
が
必
要
で
す
。

 

東
日
本
ブ
ロ
ッ
ク

県
コ
ー
ド
01（
北
海
道
）〜
15（
新
潟
）

検
認
の
み
実
施

実
施
日
程

通
知
文
・
検
認
表
等
の
発
送

　

９
月
15
日
（
金
）
〜
20
日
（
水
）

結
果
報
告
書
の
提
出
締
め
切
り

　

11
月
15
日
（
水
）
必
着

　

検
認
の
方
法
に
つ
い
て
は
、
前
記
の
西
日

本
ブ
ロ
ッ
ク
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

表　被扶養者の収入要件・同居要件
対象となる被扶養者 認定要件 確認書類

収
入
要
件

60歳未満
又は60歳以上で年金を受給していない

◎年収130万円未満
　（月額108,334円未満）

所得証明書
収入見込証明等

60歳未満で障害を事由とした年金を
受給又は60歳以上で年金を受給

◎年収180万円未満
　（月額15万円未満）

所得証明書
年金改定通知書等

同
居
要
件

３親等の血族
（ひ孫、おじ・おば、甥・姪等）
姻族
（配偶者の父母や兄弟、子の配偶者等）

◎同居
→別居した時点で被
扶養者を取り消し

住民票等

注１）  上記の要件を満たさなくなったとき以外でも、就職して社会保険に本人として加入したとき
や、結婚、離婚、離縁など親族関係が変更になったときは、被扶養者の認定を取り消すことに
なります。

注２）  兄・姉については、平成28年10月から同居要件が撤廃されました。
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◆
「
確
認
通
知
書
（
２
）」
の
送
付

　
「
標
準
報
酬
基
礎
届
書
」（
磁
気
媒
体
に
よ

る
も
の
も
含
み
ま
す
）
に
よ
り
確
認
し
た
標

準
報
酬
月
額
の
定
時
決
定
に
つ
い
て
、「
確

認
通
知
書
（
２
）」
を
送
付
し
ま
す
。
学
校

法
人
等
用
と
加
入
者
用
の
２
部
に
な
っ
て
い

ま
す
の
で
、
加
入
者
に
必
ず
お
渡
し
く
だ
さ

い
。

◆
「
確
認
通
知
書
（
２
）」
の
見
方

　
「
確
認
通
知
書
（
２
）」
の
異
動
内
容
欄
に

表
示
さ
れ
て
い
る
、
定
時
決
定
し
た
内
容
は

次
の
と
お
り
で
す

定
時
決
定

・ 「
標
準
報
酬
基
礎
届
書
」
の
報
告
に
基
づ

き
、
４
月
、
５
月
及
び
６
月
の
報
酬
の
平

均
額
で
標
準
報
酬
月
額
を
決
定
し
た
。

・  

４
月
、
５
月
及
び
６
月
の
３
か
月
と
も
無

給
又
は
休
職
給
が
支
払
わ
れ
て
い
る
、
も

し
く
は
支
払
基
礎
日
数
が
17
日
未
満
（
短

時
間
労
働
加
入
者
は
11
日
未
満
）
で
あ
っ

た
た
め
、
現
在
確
認
さ
れ
て
い
る
標
準
報

酬
月
額
と
同
額
で
決
定
し
た
場
合
も
含
む
。

定
時
決
定
（
年
平
均
額
）

・ 「
標
準
報
酬
基
礎
届
書
」
及
び
「
年
平
均
額

に
か
か
る
申
立
書
・
同
意
書
」
に
基
づ
き
、

年
平
均
額
で
標
準
報
酬
月
額
を
決
定
し
た
。

定
時
決
定
不
要
者

・ 

平
成
29
年
６
月
１
日
か
ら
８
月
31
日
ま
で

に
加
入
者
資
格
を
取
得
（
所
属
学
校
変
更

は
除
き
ま
す
）
し
た
た
め
、
資
格
取
得
時

の
報
酬
額
で
標
準
報
酬
月
額
を
決
定
し
た
。

・ 

29
年
７
月
又
は
８
月
に
標
準
報
酬
月
額
を

改
定
し
た
た
め
、
改
定
後
の
報
酬
月
額
で

標
準
報
酬
月
額
を
決
定
し
た
。

定
時
決
定
（
保
険
者
決
定
）

・ 「
標
準
報
酬
基
礎
届
書
」
が
未
提
出
又
は

記
入
漏
れ
な
ど
に
よ
り
、
や
む
を
得
ず
私

学
事
業
団
が
現
に
確
認
し
て
い
る
直
近
の

標
準
報
酬
月
額
で
決
定
し
た
。

◆
決
定
し
た
標
準
報
酬
月
額
の
訂
正

　

送
付
さ
れ
た
「
確
認
通
知
書
（
２
）」
の

内
容
を
確
認
し
、
報
告
内
容
が
誤
っ
て
い
る

場
合
は
「
報
酬
月
額
訂
正
申
出
書
」
を
、
保

険
者
決
定
し
た
場
合
は
「
標
準
報
酬
基
礎
届

書
」
を
、
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
決
定
し
た
標
準
報
酬
月
額
の
有
効
期
間

　

今
回
確
認
し
た
標
準
報
酬
月
額
は
、
大
幅

な
給
与
の
増
減
が
な
い
限
り
29
年
９
月
か
ら

30
年
８
月
ま
で
適
用
し
、
毎
月
の
掛
金
等
や

給
付
金
等
の
算
定
基
礎
と
な
り
ま
す
。

◆
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
該
当
者

　

75
歳
以
上
（
70
歳
以
上
で
障
害
認
定
さ
れ

た
人
も
含
み
ま
す
）
の
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
の
該
当
者
の
人
も
、「
確
認
通
知
書
（
２
）」

に
年
金
等
給
付
の
等
級
と
標
準
報
酬
月
額
を

表
示
し
て
い
ま
す
が
、
掛
金
の
徴
収
は
あ
り

定
時
決
定
に
か
か
る
確
認
通
知
書
を

定
時
決
定
に
か
か
る
確
認
通
知
書
を

送
付
し
ま
す

送
付
し
ま
す

　
「
標
準
報
酬
基
礎
届
書
」
で
届
け
出
た
報

酬
（
平
均
額
）
が
、
現
に
確
認
さ
れ
て
い
る
標

準
報
酬
月
額
に
比
べ
て
２
等
級
以
上
の
差
が

あ
る
人
に
は
、
学
校
法
人
等
用
の
異
動
内
容

欄
に
＊
＊
＊
印
が
表
示
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
表
示
の
あ
る
人
が
次
の
①
②
に
該
当

す
る
場
合
は
、
標
準
報
酬
月
額
の
改
定
を
届

け
出
る
必
要
が
あ
り
ま
す
の
で
、「
標
準
報

酬
月
額
改
定
届
書
」
を
至
急
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。

①
昇
給
等
に
よ
る
固
定
的
給
与
の
変
動

〔
事
例
〕
４
月
に
昇
給
し
て
固
定
的
給
与
が

変
動
し
、
４
月
、
５
月
及
び
６
月
の
報
酬
の

平
均
額
が
、
現
に
確
認
さ
れ
て
い
る
標
準
報

酬
月
額
に
比
べ
２
等
級
以
上
増
額
に
な
っ
た
。

▼ 

算
定
基
礎
月
を
４
月
、５
月
及
び
６
月
と
し
、

７
月
改
定
と
し
て
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

注　

基
本
給
が
変
動
せ
ず
、
扶
養
手
当
や
通

勤
手
当
だ
け
が
変
動
し
た
場
合
も
、
固
定

的
給
与
の
変
動
に
な
り
ま
す
。

②
遡
っ
て
ベ
ー
ス
改
定
を
実
施

〔
事
例
〕
４
月
に
遡
っ
た
ベ
ー
ス
改
定
を
５

月
に
実
施
し
差
額
を
支
給
し
た
。

▼ 

差
額
支
給
し
た
月
（
新
ベ
ー
ス
で
給
与
を

支
給
し
た
月
）
を
変
動
月
（
算
定
基
礎
月

の
初
月
）
と
し
ま
す
の
で
、
変
動
月
は
５

月
と
な
り
、
算
定
基
礎
月
を
５
月
、
６

月
、
７
月
と
し
、
差
額
支
給
額
を
除
い
た

額
（
改
定
後
の
報
酬
額
）
を
記
入
し
、
届

け
出
て
く
だ
さ
い
。
８
月
改
定
と
な
り
４

月
に
遡
っ
た
改
定
は
し
ま
せ
ん
。

注　

７
月
以
降
に
遡
及
し
た
ベ
ー
ス
改
定

（
差
額
支
給
）
を
実
施
し
た
と
き
は
、
変
動

月
が
７
月
以
降
に
な
る
た
め
、
す
で
に
届
け

出
た
基
礎
届
（
定
時
決
定
）
の
訂
正
は
必
要

あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
変
動
月
か
ら
３
か

月
の
報
酬
の
平
均
額
が
、
今
回
の
定
時
決
定

（
ベ
ー
ス
改
定
前
の
額
で
決
定
）
で
確
認
さ

れ
た
標
準
報
酬
月
額
と
比
べ
て
２
等
級
以
上

の
増
減
が
あ
る
場
合
は
、
標
準
報
酬
月
額
の

改
定
が
必
要
で
す
。

　

な
お
、
２
等
級
以
上
の
差
が
あ
っ
て
も
、

非
固
定
的
給
与
（
残
業
手
当
、
宿
日
直
手
当

等
）
の
増
減
に
よ
る
変
動
だ
け
で
、
固
定
的

給
与
（
基
本
給
、
扶
養
手
当
、
通
勤
手
当
等
）

が
変
動
し
な
い
と
き
は
、
標
準
報
酬
月
額
の

改
定
に
は
該
当
し
ま
せ
ん
（
詳
細
は
29
年
版

事
務
の
手
引
77
頁
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
）。

届
け
出
た
報
酬
の
平
均
額
に
２
等
級
以
上
の
差
が
生
じ
た
と
き

届
け
出
た
報
酬
の
平
均
額
に
２
等
級
以
上
の
差
が
生
じ
た
と
き

――
学
校
法
人
等
用
の
異
動
内
容
欄
に
＊
＊
＊
印
の
あ
る
人

学
校
法
人
等
用
の
異
動
内
容
欄
に
＊
＊
＊
印
の
あ
る
人
――

９
月
７
日
〜
９
日
発
送

業
務
部 

資
格
課

ま
せ
ん
。

※ 

既
に
退
職
し
て
い
る
加
入
者
の
氏
名
が
確

認
通
知
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

「
資
格
喪
失
報
告
書
」
を
提
出
し
て
い
る
か

確
認
し
て
い
た
だ
き
、
未
提
出
の
場
合
は

至
急
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
退
職
日
等
が

１
年
以
上
遡
る
場
合
は
、
別
途
書
類
が
必

要
と
な
り
ま
す
の
で
、
業
務
部
資
格
課
ま

で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
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平
成
28
年
度　

年
金
積
立
金
の
運
用
状
況

資
産
運
用
部

年
金
積
立
金
の
区
分

　

被
用
者
年
金
制
度
が
一
元
化
さ
れ
た
平
成

27
年
10
月
以
降
、
年
金
積
立
金
は
、
左
図
の

と
お
り
、
厚
生
年
金
等
２
階
部
分
の
給
付
の

支
払
い
に
充
て
る
た
め
の
厚
生
年
金
保
険
給

付
積
立
金
、
共
済
年
金
の
旧
職
域
部
分
相
当

給
付
の
支
払
い
に
充
て
る
た
め
の
経
過
的
長
期

給
付
積
立
金
、
共
済
年
金
の
退
職
等
年
金
給

付
（
新
３
階
年
金
）
の
支
払
い
に
充
て
る
た
め

の
退
職
等
年
金
給
付
積
立
金
に
区
分
し
、
そ

れ
ぞ
れ
の
区
分
に
応
じ
て
運
用
し
て
い
ま
す
。

管
理
運
用
の
方
法

　

年
金
積
立
金
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
積
立
金
ご

と
に
適
切
に
管
理
運
用
を
行
う
た
め
、
基
本

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
を
含
む
「
管
理
運
用
の
方

針
」
を
定
め
て
お
り
、
そ
の
方
針
に
沿
っ
た

管
理
運
用
を
行
っ
て
い
ま
す
。

●
管
理
運
用
の
目
的

　

加
入
者
（
被
保
険
者
）
の
利
益
の
た
め
に
、

長
期
的
な
観
点
か
ら
、
安
全
か
つ
効
率
的
に

管
理
運
用
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

●
運
用
の
目
標

・
厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金

　

厚
生
年
金
給
付
に
必
要
な
資
金
を
確
保
し

つ
つ
、
長
期
的
な
実
質
的
運
用
利
回
り
（
運

用
利
回
り
か
ら
名
目
賃
金
上
昇
率
を
差
し
引

い
た
も
の
）
を
最
低
限
の
リ
ス
ク
で
確
保
す

る
こ
と
を
目
標
と
し
て
い
ま
す
。

・
経
過
的
長
期
給
付
積
立
金

　

旧
職
域
年
金
給
付
に
必
要
な
資
金
を
確
保

し
つ
つ
、
長
期
的
に
実
質
的
な
運
用
利
回
り

を
最
低
限
の
リ
ス
ク
で
確
保
す
る
こ
と
に
よ

り
、
旧
職
域
年
金
の
確
実
な
給
付
と
厚
生
年

金
の
保
険
料
の
軽
減
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目

標
と
し
て
い
ま
す
。

・
退
職
等
年
金
給
付
積
立
金

　

退
職
等
年
金
給
付
の
制
度
上
設
定
さ
れ
る

基
準
利
率
以
上
の
運
用
利
回
り
を
確
保
す
る

こ
と
を
目
標
と
し
て
い
ま
す
。

●
分
散
投
資

　

厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
及
び
経
過
的

長
期
給
付
積
立
金
に
つ
い
て
は
、
リ
ス
ク
・

リ
タ
ー
ン
等
の
特
性
が
異
な
る
複
数
の
資
産

に
適
切
に
分
散
し
て
投
資
す
る
こ
と
を
基
本

と
し
て
い
ま
す
。

●
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
策
定

　

運
用
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、
積
立
金

ご
と
に
「
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
」
を
中
長

期
的
観
点
か
ら
策
定
し
、
こ
れ
に
基
づ
く
資

産
配
分
を
維
持
す
る
よ
う
に
努
め
て
い
ま
す
。

●
資
産
運
用
検
討
委
員
会

　

当
委
員
会
は
、
私
学
関
係
者
と
資
産
運
用

関
係
の
有
識
者
で
構
成
さ
れ
、
年
金
積
立
金

の
運
用
に
関
す
る
管
理
運
用
の
方
針
の
策

定
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
検
証
、
管
理

運
用
状
況
の
評
価
等
に
関
し
て
意
見
を
聞
く

た
め
に
、
定
期
的
に
開
催
し
て
い
ま
す
。

市
場
環
境

　

株
式
市
場
は
、
英
国
国
民
投
票
に
お
け
る

Ｅ
Ｕ
離
脱
派
の
勝
利
等
で
上
半
期
は
一
旦
下

落
し
た
も
の
の
、
28
年
11
月
の
米
大
統
領
選

以
降
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
へ
の
政
策
期
待
等

の
影
響
か
ら
年
度
当
初
よ
り
上
昇
し
ま
し

た
。

　

債
券
市
場
（
長
期
金
利
）
も
、
米
国
金
利

が
ト
ラ
ン
プ
政
権
へ
の
期
待
等
か
ら
上
昇
傾

向
と
な
り
、
そ
れ
に
連
動
し
て
国
内
金
利
も

プ
ラ
ス
圏
に
浮
上
し
ま
し
た
。

　

為
替
（
ド
ル
／
円
）
は
、
年
度
前
半
は
リ

ス
ク
回
避
に
よ
る
円
高
、
後
半
は
日
米
金
利

差
拡
大
に
よ
る
円
安
と
な
り
、
年
度
当
初
と

ほ
ぼ
同
水
準
と
な
り
ま
し
た
。

主要指標（平成28年度の動向）

指　　　　　標 27年度末 28年9月末 28年度末 前年度末対比 傾　向

株
式

日経平均 16,758.67円 16,449.84円 18,909.26円 2,150.59円 上昇

NYダウ 17,685.09ドル 18,308.15ドル 20,663.22ドル 2,978.13ドル 上昇

金
利

日本国債10年 △0.03%  △0.09%  0.07%  0.10%  上昇

米国債10年 　1.77% 　1.59% 2.39% 0.62% 上昇

為
替

ドル／円 112.57円 101.35円 111.39円 △ 1.18円 円高

ユーロ／円 128.11円 113.92円 118.67円 △ 9.44円 円高

運
用
状
況

厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金

　

厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
の
年
度
末
残

図　積立金のイメージ
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高
（
時
価
）
は
、２
兆
５
６
２
億
円
と
な
り
、

28
年
度
の
運
用
利
回
り
は
、
４
・
95
％
で
し

た
（
表
１
参
照
）。

　

国
内
債
券
、
外
国
債
券
に
つ
い
て
は
、
金

利
の
上
昇
な
ど
に
よ
り
債
券
価
格
が
下
落
し

運
用
利
回
り
が
マ
イ
ナ
ス
と
な
り
ま
し
た

が
、
国
内
株
式
、
外
国
株
式
の
株
価
の
上
昇

が
運
用
利
回
り
の
確
保
に
繋
が
り
ま
し
た
。

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金

　

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金
の
年
度
末
残
高

（
時
価
）
は
、
２
兆
１
５
６
８
億
円
と
な
り
、

28
年
度
の
運
用
利
回
り
は
、
４
・
42
％
で
し

た
（
表
２
参
照
）。

　

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金
に
つ
い
て
も
、

厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
と
同
様
、
株
価

の
上
昇
が
運
用
利
回
り
の
確
保
に
繋
が
っ
て

い
ま
す
。

注
１　

 

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金
の
負
債
対

応
部
分
と
剰
余
分

　

27
年
10
月
に
そ
れ
ま
で
の
長
期
勘
定
積
立

金
を
厚
生
年
金
給
付
積
立
金
と
経
過
的
長
期

給
付
積
立
金
に
仕
分
け
ま
し
た
。
厚
生
年
金

等
２
階
部
分
の
給
付
に
必
要
な
額
を
厚
生
年

金
給
付
積
立
金
と
し
、
残
り
を
経
過
的
長
期

給
付
積
立
金
と
し
ま
し
た
が
、
こ
の
経
過
的

長
期
給
付
積
立
金
に
は
、
共
済
年
金
の
旧
職

域
部
分
に
必
要
な
額
（
負
債
対
応
部
分
）
を

超
え
る
額
（
剰
余
分
）
が
存
在
し
ま
す
。
こ

の
剰
余
分
は
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
対

象
と
せ
ず
、
そ
の
全
額
を
国
内
債
券
及
び
短

期
資
産
で
運
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
こ
の
仕
分
け
に
よ
り
剰
余
分
が
発
生

し
た
こ
と
は
、
旧
職
域
部
分
の
年
金
給
付
と

厚
生
年
金
の
保
険
料
の
軽
減
を
実
施
す
る
う

え
で
、
プ
ラ
ス
材
料
と
な
っ
て
い
ま
す
。

注
２　

 

厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
と
経
過

的
長
期
給
付
積
立
金
（
負
債
対
応
部

分
）
と
の
利
回
り
の
差
に
つ
い
て

　

27
年
10
月
に
概
算
仕
分
け
を
し
た
後
、
28

年
12
月
に
確
定
値
に
よ
る
仕
分
け
を
行
い
ま

し
た
が
、
こ
の
際
、
評
価
益
を
含
む
資
産
を

厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
か
ら
経
過
的
長

期
給
付
積
立
金
に
現
物
移
管
を
し
た
た
め
、

相
対
的
に
厚
生
年
金
保
険
給
付
積
立
金
の
運

用
利
回
り
が
押
し
下
げ
ら
れ
た
の
に
対
し
、

経
過
的
長
期
給
付
積
立
金
の
運
用
利
回
り
は

押
し
上
げ
ら
れ
る
結
果
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
経
過
的
長
期
給
付
積
立
金
は
、
剰

余
分
で
は
株
式
を
保
有
し
て
い
な
い
た
め
、

株
式
を
保
有
し
て
い
る
負
債
対
応
部
分
の
方

が
全
体
分
よ
り
も
運
用
利
回
り
が
高
く
な
っ

て
い
ま
す
。

退
職
等
年
金
給
付
積
立
金

　

退
職
等
年
金
給
付
積
立
金
の
年
度
末
残
高

（
簿
価
）
は
、
６
４
２
億
円
と
な
り
、
28
年

度
の
運
用
利
回
り
は
、１
・
20
％
で
し
た
（
表

３
参
照
）。

　

退
職
等
年
金
給
付
制
度
の
基
準
利
率
は
28

年
10
月
か
ら
29
年
９
月
ま
で
０
・
32
％
に
設

定
し
て
お
り
、
基
準
利
率
の
給
付
が
確
保
で

き
て
い
る
結
果
と
な
っ
て
い
ま
す
。

詳
し
く
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ

　

今
回
掲
載
し
た
各
積
立
金
の
詳
細
な
運
用

状
況
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
私
学

共
済
事
業
の
ご
案
内
▼
年
金
資
産
の
運
用
▼

28
年
度
業
務
概
況
書
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

表１　厚生年金保険給付積立金の運用状況

区　分
基本ポートフォリオ 簿　価

（億円）
時　価
（億円）

評価損益
（億円）

時価構成
割　　合 乖離幅 運用利回り

資産配分 許容乖離幅

国内債券 35% ±10% 6,358 6,707 349 32.6% △2.4% △0.57%

国内株式 25% ±9% 4,002 4,676 674 22.7% △2.3% 13.88%

外国債券 15% ±4% 2,370 2,367 △3 11.5% △3.5% △3.25%

外国株式 25% ±8% 3,517 4,622 1,105 22.5% △2.5% 12.34%

短期資産 －　 －　 2,190 2,190 0 10.7% －　 0.14%

合　　計 100% －　 18,437 20,562 2,125 100.0% －　 4.95%

※国内債券には、貸付金を含みます。また、四捨五入の関係で、合計と一致しない場合があります。
※運用利回りは、時価を反映した修正総合収益率です。

表２　経過的長期給付積立金の運用状況

区　分
基本ポートフォリオ 簿　価

（億円）
時　価
（億円）

評価損益
（億円）

時価構成
割　　合 乖離幅 運用利回り

資産配分 許容乖離幅

国内債券 35% ±13% 10,986 11,686 701 54.2% －　 0.09%
(3,605) (3,854) (250) (31.0%) (△4.0%) (△1.46%)

国内株式 25% ±5% 2,729 3,288 559 15.2% －　 15.94%
(2,729) (3,288) (559) (26.4%) (1.4%) (15.94%)

外国債券 15% ±3% 1,853 1,915 62 8.9% －　 △2.84%
(1,853) (1,915) (62) (15.4%) (0.4%) (△2.84%)

外国株式 25% ±5% 2,594 3,376 781 15.7% －　 18.06%
(2,594) (3,376) (781) (27.1%) (2.1%) (18.06%)

短期資産 －　 －　 1,303 1,303 0 6.0% －　 0.14%
(0) (0) (0) (0.0%) －　 －　

合　　計 100% －　 19,465 21,568 2,103 100.0% 4.42%
(10,781) (12,433) (1,652) (100.0%) (6.92%)

※国内債券には、貸付金等を含みます。また、四捨五入の関係で、合計と一致しない場合があります。
※運用利回りは、時価を反映した修正総合収益率です。
※ 上段は剰余分を含む積立金全体を表し、括弧内については、基本ポートフォリオの対象である負債対応部分を表しています。

表３　退職等年金給付積立金の運用状況

区　分
基本ポートフォリオ 簿　価

（億円）
薄価構成
割　　合 運用利回り

資産配分 許容乖離幅

国内債券 100% －10% 603 94.0% 1.28%

国内株式 0% ＋10% 0 0.0% －　

短期資産 －　 －　 38 6.0% 0.00%

合　　計 100% －　 642 100.0% 1.20%

※ 国内債券には、貸付金等を含みます。また、四捨五入の関係で、合計と一致しな
い場合があります。
※運用利回りは、実現収益率です。
※国内債券の乖離幅は、短期資産との合算で管理しています。
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共
済
定
期
保
険
「
３
大
疾
病
保
障

コ
ー
ス
」
に
か
か
る
新
特
約
申
し

込
み

福
祉
部　

保
健
課

　

共
済
定
期
保
険
の
平
成
29
年
度
後
期
募
集

か
ら
「
３
大
疾
病
保
障
コ
ー
ス
」
に
「
７
大

疾
病
保
障
特
約
」、「
が
ん
・
上
皮
内
新
生
物

保
障
特
約
」
の
二
つ
の
新
特
約
を
導
入
す
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

※ 

加
入
者
向
広
報
「
共
済
だ
よ
り
レ
タ
ー
」

９
月
号
に
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
同
封
し
て
い

ま
す
。

　

こ
れ
に
伴
い
、
す
で
に
「
３
大
疾
病
保
障

コ
ー
ス
」
に
加
入
し
て
い
る
加
入
者
を
対
象

に
、
特
約
付
加
の
希
望
を
確
認
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
す
。

　

10
月
上
旬
に
学
校
法
人
等
宛
て
に
、
加
入

者
の
名
前
入
り
の
個
別
封
筒
と
「
３
大
疾
病

保
障
コ
ー
ス
」
既
加
入
者
の
リ
ス
ト
を
同
梱
し

ま
す
の
で
、
個
別
封
筒
を
対
象
の
加
入
者
に

配
付
し
て
く
だ
さ
い
。「
３
大
疾
病
保
障
コ
ー

ス
」
の
既
加
入
者
が
加
入
申
込
書
に
特
約
付

加
の
有
無
を
記
入
し
た
も
の
を
、
学
校
で
取

り
ま
と
め
の
う
え
、
福
祉
部
保
健
課
に
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

※ 

新
特
約
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
本
誌
７
月

号
11
頁
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

〔
退
職
等
年
金
給
付
〕

　

遺
族
一
時
金
の
請
求

年
金
部

●
遺
族
一
時
金
の
対
象
と
な
る
遺
族

　

遺
族
一
時
金
は
、
加
入
者
又
は
加
入
者
で

あ
っ
た
人
が
死
亡
し
た
場
合
に
、
そ
の
人
に

よ
っ
て
生
計
を
維
持
さ
れ
て
い
た
配
偶
者
、

子
、
父
母
、
孫
、
又
は
祖
父
母
に
支
給
さ
れ

ま
す
。

※ 　

夫
と
父
母
、
祖
父
母
は
55
歳
以
上
の
人

に
限
ら
れ
ま
す
。

　
 　

子
と
孫
は
18
歳
到
達
年
度
の
末
日
ま
で

の
間
に
あ
る
か
、
20
歳
未
満
で
１
級
又
は

２
級
の
障
害
の
あ
る
人
で
、
か
つ
、
配
偶

者
が
い
な
い
人
に
限
ら
れ
ま
す
。

●
遺
族
一
時
金
の
受
給
要
件

　

加
入
者
又
は
加
入
者
で
あ
っ
た
人
が
１
年

以
上
の
引
き
続
く
加
入
者
期
間
（
※
）
を
有

し
て
い
た
場
合
、
そ
の
遺
族
に
対
し
て
有
期

退
職
年
金
の
残
り
が
遺
族
一
時
金
と
し
て
支

給
さ
れ
ま
す
。

※ 　

１
年
以
上
の
引
き
続
く
加
入
者
期
間
と

は
、
被
用
者
年
金
制
度
一
元
化
後
の
加
入

者
期
間
だ
け
で
は
な
く
、
平
成
27
年
10
月

１
日
に
引
き
続
く
一
元
化
前
の
加
入
者
期

間
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

●
遺
族
一
時
金
の
請
求

　

加
入
者
期
間
中
に
死
亡
し
た
と
き
は
、
ほ

と
ん
ど
の
ケ
ー
ス
で
遺
族
厚
生
年
金
の
請
求

と
併
せ
て
手
続
き
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
そ

の
際
に
手
続
き
に
つ
い
て
案
内
し
ま
す
の

で
、
私
学
事
業
団
に
連
絡
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
有
期
退
職
年
金
の
受
給
前
に
死
亡

し
た
と
き
も
本
事
業
団
に
お
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。
在
職
中
の
死
亡
の
場
合
は
、
学
校

法
人
等
を
通
し
て
の
請
求
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
年
金
受
給
資
格
期
間
が
不
足
し
て

い
る
た
め
、
遺
族
厚
生
年
金
の
受
給
権
が
発

生
し
な
い
場
合
で
も
、
遺
族
一
時
金
の
み
該

当
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
本
事
業
団

に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
遺
族
一
時
金
に
か
か
る
税
金

　

遺
族
一
時
金
は
、
相
続
税
法
に
よ
り
み
な

し
相
続
財
産
と
な
り
、
相
続
税
の
課
税
対
象

と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
（
源
泉
徴
収
は
さ

れ
ま
せ
ん
）。
相
続
税
の
申
告
に
関
し
て
は
遺

族
一
時
金
決
定
通
知
書
が
必
要
に
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す
の
で
、
詳
細
に
つ
い
て
は
、
お

近
く
の
税
務
署
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

被
扶
養
者
に
か
か
る

後
期
高
齢
者
の
住
所
届

業
務
部　

資
格
課

　

被
扶
養
者
が
75
歳
の
誕
生
日
を
迎
え
る
と

き
、
加
入
者
と
住
所
が
異
な
る
場
合
は
、「
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
住
所
届
」
を
忘
れ
ず
に

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
用
紙
は
、
私
学
共
済

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
様
式
用
紙
等
の
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
〕
か
ら
、ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

宿
泊
所
・
保
養
所

年
末
年
始
の
宿
泊
予
約施

設
部 

管
理
課

　

宿
泊
所
・
保
養
所
の
12
月
31
日
と
１
月
中

の
宿
泊
は
、
10
月
１
日
（
日
）
か
ら
予
約
受

付
を
開
始
し
ま
す
。

　

申
し
込
み
の
電
話
が
集
中
す
る
た
め
、
一

時
的
に
つ
な
が
り
に
く
く
な
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。
あ
ら
か
じ
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
年
末
年
始
期
間
は
、
特
別
料
金
と

な
り
ま
す
の
で
、
左
記
の
料
金
表
を
参
照
し

て
く
だ
さ
い
。

※
子
ど
も
料
金
の
対
象
は
、３
歳
以
上
小
学
生
ま
で
で
す
。

※ 

宿
泊
予
約
は
、
電
話
で
各
宿
泊
所
・
保
養
所
に
直
接
お

申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

※ 

金
沢
「
兼
六
荘
」
の
予
約
は
、
７
月
１
日
か
ら
受
け
付

け
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

年末年始（12月31日～１月３日）の料金

宿泊所・保養所名 電　話　番　号
料　金（１泊２食）
大　人 子ども

湯　河　原　　敷　島　館 0465（63）3755 16,400円 9,600円

箱　　根　　対　岳　荘 0460（82）2094 16,900円 9,900円

鎌　　倉　　あじさい荘 0467（22）3506 12,500円 8,000円

葉　　山　　相　洋　閣 046（875）7300 14,200円 8,200円

金　　沢　　兼　六　荘 076（232）1239 13,500円（シングル・ツインA）
12月31日～１月２日

志賀高原　　やまゆり荘 0269（34）2102 9,500円 5,600円

軽　井　沢　　すずかる荘 0267（45）7311 12,800円 7,300円

京　　都　　白　河　院 075（761）0201 17,100円 10,100円
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平成29年度　私学事業団海外研修旅行　冬期コースの募平成29年度　私学事業団海外研修旅行　冬期コースの募集集

　冬期コースとして内容豊富な３コース（全行程で添乗員同行）を企画しました。ぜひ、見聞・視野を広げる機会とし
てご参加ください。　※３コースとも成田空港又は羽田空港発着です。

コース 内　容 旅行期間 日　数 旅行代金 1人部屋
追加料金

冬　

期

A‒5 イタリア周遊教養の旅 平成29年12月30日(土)～30年１月６日(土) 8 305,000円 85,000円

A‒6 チェコ・オーストリア
周遊教養の旅 平成29年12月26日(火)～30年１月２日(火) 8 247,000円 90,000円

A‒7 シンガポール・マレーシア
周遊教養の旅 平成29年12月26日(火)～30年１月２日(火) 8 226,000円 85,000円

〔注〕 上記旅行代金のほかに、航空会社ごとの決められる「燃油サーチャージ」がかかります。パンフレットの「ご旅行条件」をご確認いただき、
詳細については、下記旅行会社へお問い合わせください。

■参加資格

　加入者（任意継続加入者を含みます）とその配偶者、

父母、12歳以上の子・孫

■募集人員

　各コースとも30名（最少催行人数15名）

　定員を超える申し込みがあった場合は、抽選により参

加者を決定します（先着順ではありません）。抽選結果

は申込締め切り日以後文書にて連絡します（１週間以内

に文書発送）。

■申し込み方法

　パンフレット・申込書を主催旅行会社から取り寄せ、

申込書に必要事項を記入のうえ、右記申込書送付先に送

付してください（ＦＡＸ不可。２名以上で参加する場合

は必ずまとめてください）。

■申し込み時の注意

• 旅行の参加に際し、健康上申し出ることがある人は、

参加申込書の裏面「健康アンケート」に必要事項を記

入してください（後日、医師の診断書の提出をお願い

する場合があります）。

• 参加は１人１回、１コースのみとします。夏期コース

に参加した人は冬期コースへの申し込みはできません。

• 本研修旅行は自由研修時間を除いて同一行動をしてい

ただきます。参加者の都合による各種変更（予定観光

等の不参加や航空座席種類の変更など）はできません

のでご了承ください。

■申し込み期間

　平成29年９月８日（金）～10月６日（金）必着

　※ 先着順ではありませんが、お早目にお申し込みくだ

さい。

〈パンフレット・申込書のお取り寄せ先〉

〒100-0004　東京都千代田区大手町２-６-２

　日本ビルヂング４階

　（株）エイチ・アイ・エス　教育旅行セクション

　「私学事業団　海外研修旅行」係

　☎　03（5205）1870　FAX　03（5205）1871

　営業時間　月～金曜日９：30～17：30

　　　　　　土曜日　　10：00～15：00

　定 休 日　日曜日・祝日は休業

　 

〈申込書送付先〉

〒113-8441　東京都文京区湯島１-７-５

　私学事業団　共済事業本部　福祉部保健課

マーライオンマーライオン
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助成業務　http://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
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共済業務

４日(月) 貸付  送金
６日(水) 貸付  ８月分定期償還期限
８日(金) 貯金  払込期限(必着)
15日(金) 貸付  10月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り
20日(水) 貯金  送金　
22日(金) 貸付  送金

25日(月) 貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

26日(火) 貯金  後期加入申し込み開始

28日(木)
掛金等  ８月分掛金等口座振替（自振校のみ）
貸付  ９月分定期償還口座振替（自振校のみ）

29日(金)
特健   特定健康診査にかかる健診結果データ

の提出期限（第１回目）
貸付  10月23日送金申し込み締め切り

月の共済業務スケジュール９

２日(月) 掛金等  ８月分納付期限
貸付  送金

６日(金) 貸付  ９月分定期償還期限
10日(火) 貯金  払込期限（必着）
13日(金) 貸付  11月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り

月の共済業務スケジュール10

共済事業本部
〒113 - 8441　東京都文京区湯島1-7-5
☎03（3813）5321（代表）
電話照会の際は、学校記号番号、加入者番号が
確認できるものをお手元にご用意ください。

積立貯金の後期募集が始まります
申込受付期間　９月26日（火）～10月25日（水）
　新たに積立貯金の加入を希望する人、又はすでに加入
している人で、積立金額の変更や中断をしている積み立
ての復活を希望する場合は、上記の申込受付期間内に手
続きしてください。
◆制度のあらまし
　•利率　 年0.25％（半年複利）
　　　※ 今後、金融情勢の変動等により変更する場合が

あります。
　•積立金額単位　1,000円単位
　•積み立て方法
　　①定時積立金　毎月の給与から控除して積み立て
　　②臨時積立金　 年３回、夏期・冬期・春期の賞与等

から控除して積み立て
　　　※臨時積立金のみの積み立てはできません。
　•今回の申し込みによる積み立て開始
　　11月の給与から　※払込期限は12月８日（金)
◆申し込み方法
　次の所定用紙で申し込んでください。
　•新規加入「貯金加入申込書」
　•積立金額の変更「積立金変更申込書」
　•積立貯金の復活「積立中断・復活届書」
　加入者から提出された書類を学校単位で一括して「貯
金関係書類送付内訳書」を添付のうえ、申込受付期間内
に提出してください。
　提出締切日：10月25日（水）私学事業団必着
◆提出先（積立貯金書類専用）
　〒101-8709　日本郵便㈱神田郵便局私書箱第103号
　私学事業団共済事業本部　福祉部保健課貯金係
 【福祉部　保健課】

アイリスプランの募集

　私学事業団では、教職員生涯福祉財団と提携して教職員
の経済生活支援事業「アイリスプラン」を実施しています。
　詳しくは９月中旬に学校法人等に送付する募集パンフ
レットをご覧ください。
◆専用フリーダイヤル　 0120（844）022
　受付　月～金曜日（祝日は除きます）
　時間　午前９時～午後５時15分
 【福祉部　保健課】

平成29年度特定健康診査にかかる
健診結果データの提出期限
　平成29年度の定期健康診断を実施済の学校法人等は、
特定健康診査にかかる健診結果データを取りまとめ、
９月29日（金）までに提出してください。
　提出の際は、事務の効率化と記載不備防止のため、で
きるだけ私学事業団のフォーマットによるデータ作成に
ご協力ください。
　詳しくは、６月下旬に送付した事務担当者用「特定健診・
特定保健指導元気ガイド」６～14頁をご覧ください。私学
共済ホームページ〔事務担当者用ページ〕にも掲載して
います。 【福祉部　保健課】

貸付けの申込締め切り日に
ご注意ください
　10月23日（月）送金分は９月29日（金）が申込締め切り
日となります。締め切り日（毎月15日及び月末）が土・
日曜日又は休日のときは繰り上がりますので注意して
ください。
 【福祉部　貸付課】
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（「月報私学」はホームページにも掲載しています）INFORMATIONINFORMATION
私学振興事業本部
〒102 - 8145　東京都千代田区富士見1-10-12
☎03（3230）1321（代表）助成業務

「若手・女性研究者奨励金」への
寄付のお願い

　私学事業団では、本誌９頁で活動報告を紹介している
「学術研究振興資金（若手研究者奨励金）」に替えて、我
が国の未来を担う多様な人材を育成する観点から、若手
研究者や女性研究者に研究機会を提供することを目的と
した「若手・女性研究者奨励金」を創設しました。
　本奨励金は、この事業の趣旨にご賛同いただいた社会
一般の皆様からの寄付金を財源として交付する計画であ
り、いただいた寄付金は全額が本奨励金に充てられます。
　多様で特色ある教育研究の発展に資する人材育成を図
るため、「若手・女性研究者奨励金」に対する皆様から
のご支援をよろしくお願いします。
※ 本奨励金についての詳細は、私学事業団ホームページ
〔助成業務のご案内▶寄付金▶若手・女性研究者奨励
金〕に掲載していますので、ご参照ください。

※ 本事業団では私立大学等における学術研究の向上に資
することを目的とした「学術研究振興基金」へのご寄
付も引き続き承っております。皆様のご支援をお願い
します。

【助成部　寄付金課】
　 ☎03（3230）7316・7319
　 Ｅメール　kifukin@shigaku.go.jp

平成30年度　「学術研究振興資金」及び
「若手・女性研究者奨励金」の公募について

　「学術研究振興資金」及び「若手・女性研究者奨励金」
の公募につきましては、大学・短期大学・高等専門学校
法人宛てに電子窓口で配付しております（郵送による配
付はしておりません）。
　応募される学校法人は、期限までに「研究計画調書」
等の必要書類を電子窓口でご提出ください。
　なお、公募要領等については、電子窓口又は私学事業団
ホームページ〔助成業務▶「学術研究振興資金」▶「平成
30年度 学術研究振興資金 公募要領等」及び「平成30年
度 若手・女性研究者奨励金 公募要領等」〕をご覧ください。

【助成部　寄付金課】
　 ☎03（3230）7319・7320
　 Ｅメール　kifukin@shigaku.go.jp

助成業務の貸付金にかかる償還のご案内
（平成29年９月分）

　助成業務の貸付金にかかる元金・利息の償還について
は、契約締結後に送付した「償還年次表」及び後日送付
する「貸付金返済期日のご案内」を参照のうえ、払込指定
期日までに私学事業団指定口座にご入金ください。
　払込指定期日を過ぎますと、その翌日から支払日（事
業団の口座に入金された日）までの期間について、遅延
損害金が発生しますのでご注意ください。
　また、償還金の振り込みに当たっては、次の点に留意
してください。
① 「貸付金返済期日のご案内（払込通知書）」の「振込
依頼書」を使用し、「電信扱い」にしてください。
② インターネットバンキング等を利用する場合は、「振
込依頼書」に記載の法人番号と法人名を通信欄に入力
して、お振り込みください。
③ 償還金は、設置学校ごとに分割して振り込まず、必ず
「学校法人単位」で一括してお振り込みください。
　※ 私学事業団ホームページ〔助成業務のご案内▶融資

▶貸付金に係る元金・利息のご返済（平成29年９月）〕
も併せてご覧ください。

【融資部　融資課】
　　　　　　　　　　　☎03（3230）7871・7872
　　　　　　　　　　　Eメール　yushi@shigaku.go.jp
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融資事業 の ご 案 内

宿泊 施 設 の ご 案 内 私学共済ホームページから宿泊予約ができます
http://www.shigakukyosai.jp/

白山比咩神社

校舎や園舎、体育館など耐震化はお済みですか？

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール yushi＠shigaku.go.jp

問い合わせ先
（私学振興事業本部）

■主な事業と融資金利（平成29年９月１日現在）

主な事業内容
返済期間

20年以内
(うち据置２年)

10年以内
(据置年数含む)

６年以内
(据置年数含む)

校（園）舎などの
建築・用地取得

年％ 年％ 年％

0.60 0.31 0.41
寄宿舎やセミナー
ハウスなどの建
築・用地取得

0.70 0.41 ―

園バスや備品など
の購入 ― 0.31

5年6か月以内
（うち据置6か月）

0.31
※ 金利は毎月見直しています。なお、契約時の金利が償還完了まで
の固定金利となります。

ご相談はお早目にどうぞ

耐震化をお考えの際はまずはご相談ください！

校舎・園舎などの耐震化（耐震改築・耐震改修）に
私学事業団の融資をご利用いただくと、要件を満た
した場合、国の利子助成が受けられます。
利子助成は二つのパターンがあります。

そのほか耐震化以外の校舎、園舎などの建築や土地の購入、
機器備品の購入なども融資の対象となります。施設設備の整備
計画の際にぜひ事業団資金の活用をご検討ください。

詳細は私学事業団ホームページをご覧ください
http://www.shigaku.go.jp/s_yushi_menu.htm

※ 事業を行う学校の種類や事業内容により、利子助成の対象になるか、
またどちらのパターンになるかが決まります。

※ 融資金利が0.5％以下の場合、パターン①の４年目以降、パターン②の
全借入期間の利子助成は行われません。

〒920-0918　金沢市尾山町6-40　☎076（232）1239
（JR「金沢」駅から北鉄バスで「南町・尾山神社」下車、徒歩３分）

白
しら

山
やま

比
ひ

咩
め

神
じん

社
じゃ

は、富士山・立山と並ぶ日本三名山
の一つ、霊峰「白山」を御神体とする、全国三千
社にのぼる白山神社の総本宮です。
兼六荘からは車で約１時間となります。

加賀料理堪能プラン
１泊２食 （１名１室／１名様） シングル 12,800円
 　　 　 （２名１室／１名様） ツイン 11,800円
 デラックスツイン 13,800円
取扱期間：通年（平成29年12月31日～30年１月２日を除きます）
※平成29年10月１日からの料金です。

「食彩 雪づり」で旬の食材を
使用した加賀料理をご賞味い
ただけるプランです。

パワースポットの白山比咩神社を訪れてみては・・・

金　沢　兼　六　荘

表参道加賀料理（イメージ）
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